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はこしんの現況�





ごあいさつ�

　お取引先の皆様方におかれましては、益々ご健勝のこととお慶び申し

上げます。また、日頃から私ども「はこしん」に対しまして、格別のご支援、

ご厚情を賜わっておりますことを改めまして厚くお礼申し上げます。�

　さて、本年も私どもの経営内容をより良くご理解賜わりますよう、ディス

クロージャー誌をお届けいたします。�

　ご案内のとおり、平成15年度のわが国経済は、全国的には、米国、中

国への輸出増に支えられ、底入れ傾向が伝えられておりますが、当地、道

南地区は公共投資の削減に加え、観光客の入り込みも今一歩伸び悩む

等、依然厳しい状況が続いております。�

　そうした中、私ども「はこしん」の平成15年度の決算につきましては、昨

年度策定しました中期経営計画「はこしん再生21プラン」の目標達成に

向け、役職員一致しての結束の下、経営力強化に努めて参りましたが、

大変遺憾ながら、平成16年に入り、地場老舗企業の大型倒産が発生し

たこともありまして、最終の当期利益は88百万円に止まり、引続き年2％

の配当とさせていただきました。ただ、自己資本比率につきましては、前年

度、会員の皆様方から出資金へのご協力を頂きましたこともあり、前年度

の7.39％からさらに上昇し、7.91％と国内基準（4％）のほぼ2倍の水準を

維持することができました。�

　また、本年度は創業80周年を迎えましたので、豪華客船「飛鳥」をチャ

ーターしての金沢二泊三日の旅のほか、少年サッカー大会の開催、新商

品の発売、預金通帳・カードデザインの一新等、数々の企画をしておりま

すので、引続きご支援、ご愛顧を賜りますようよろしくお願い申し上げます。�

　なお、本年度から総代会の機能強化の一環として、総代の皆様方のご

氏名を掲載させて頂くことといたしましたので、ご理解の程、併せよろしく

お願い申し上げます。�

　末筆ながら皆様方のますますのご健勝、ご繁栄をご祈念申し上げまし

てご挨拶とさせて頂きます。�

�
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経営理念・経営方針・主な事業�

はこしん憲章�
郷土の繁栄と人々の幸せをねがって生まれた函館信用金庫は�

幾多の辛酸を経て今日の基礎を築きました。�
私たちは先人に感謝を捧げその心をうけついで�
地域社会の発展と繁栄に奉仕しよう。�

１．私たちは積極的に仕事に取り組み豊かで住みよい郷土を築こう。�
２．私たちは顧客、会員を大切にし誰からも愛される金庫をつくろう。�
３．私たちは信用を重んじて高い人格を養い気品ある庫風を築こう。�
４．私たちは常に心身を鍛え働くことを喜びとし明るい職場をつくろう。�
５．私たちは人間性豊かに互いに信頼し合い役職員およびその家族の幸せを築こう。�

　当金庫は、会員制度による協同組織の原点に
立って、地元中小企業の発展と地域住民の豊か
な生活の実現に尽力し、地域社会の一員として地
域と共に歩む金融機関を目指し、�
　１．中小企業の健全な発展�
　２．豊かな国民生活の実現�
　３．地域社会繁栄への奉仕�
を経営の基本理念としております。�
�
�
�
　当金庫の経営は、会員制度による協同組織の精神を貫き、

地元中小企業の発展と地域住民の豊かな生活の実現に尽力

をつくすため、常に地域と手を携え、共に歩んでいくことを基本

としております。�

　従いまして、いかなる経営環境の変化にも耐え得る、安定し

た経営基盤の確立を経営の基軸に据えております。�

　こうした、経営基盤の強化を実現していくために、平成16年

度は下記による「経営の基本方針」を掲げ、経営力・収益力の

強化に努めて参ります。�

平成16年度 経営重点施策�
１．収益力の強化・向上�
２．自己資本比率の早期改善�
３．経営効率化の推進�
４．リスク管理の一層の徹底�
５．コンプライアンスと�
コーポレート・ガバナンスの徹底�

６．リレーションシップバンキングの機能強化�

経 営 理 念�

１．預金及び定期積金の受入れ�
２．資金の貸付け及び手形の割引�
３．為替取引�
４．上記１～３の業務に付随する次に掲げる業務�
その他の業務�
（１）債務の保証又は手形の引受け�
（２）有価証券（（５）に規定する証書をもって表示される金銭債権に該

当するもの及び短期社債等を除く。）の売買、有価証券店頭デリ
バティブ取引（有価証券先渡取引を除く。）、有価証券指数等先
物取引、有価証券オプション取引又は外国市場証券先物取引（投
資の目的をもってするものに限る。）�

（３）有価証券の貸付け�
（４）国債証券、地方債証券若しくは政府保証債券（以下「国債証券等」

という。）の引受け（売出しの目的をもってするものを除く。）並びに
当該引受けに係る国債証券等の募集の取扱い及びはね返り玉の
買取り�

（５）金銭債権の取得又は譲渡及びこれに付随する業務（除く商品投
資受益権証書の取得・譲渡に係る付随業務）�

（６）短期社債等の取得または譲渡�
（７）次に掲げる者の業務の代理�
　　　日本銀行、信金中央金庫、住宅金融公庫、国民生活金融公庫、
中小企業金融公庫など�

（８）国、地方公共団体、会社等の金銭の収納その他金銭に係る事務
の取扱い�

（９）有価証券、貴金属その他の物品の保護預り�
（10）振替業�
（11）両替�
（12）金融先物取引等�
（13）金融等デリバティブ取引（（５）及び（12）に掲げる業務に該当す

るものを除く。）�

５．国債証券、地方債証券、政府保証債券その他の有
価証券について証券取引法により信用金庫が営むこ
とのできる業務（上記４により行う業務を除く。）�

６．法律により信用金庫が営むことのできる業務�
（１）保険業法（平成７年法律第105号）第275条第１項により行う保険

募集�
（２）当せん金付証票法の定めるところにより、都道府県知事等からの

委託または都道府県知事等の承認を得て行われる受託機関から
の再委託に基づき行う当せん金付証票の販売事務等�

（３）高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）
の定めるところにより、高齢者居住支援センターからの委託を受け
て行う債務保証の申込の受付及び保証債務履行時の事務等（債
務の保証の決定及び求償権の管理回収業務を除く。）�

は こ し ん の 主 な 事 業 �

経 営 方 針 �



経営の基本的取り組み姿勢�

　現下の厳しい経営環境に対処し、永続的に安定した信頼
感のある地域金融機関に資するため、今年度は当金庫が抱え
る経営課題（店舗政策・人員・給与体系・退職金問題等）に
対し、積極的に取り組み、その実現を図るとともに、貸出金を中
心とした本業重視の施策を貫き収益基盤を確立し、より強固
な経営体質の強化に取り組んでまいります。�

経営体質の強化�
�

　経営健全性のバロメーターである自己資本比率の向上には
最優先に取組んでいく必要があります。�
　当金庫としては中期経営計画の実現を図り、平成16年度に
おいて８％台を確保することを経営の重要課題として取組んで
参ります。�

自己資本比率の向上�

　当金庫は、郷土の繁栄と活性化さらには地元住民の幸せに
貢献することを使命とし、お預かりした預金は地元で有効に活
用していただくことを基本としております。�
　地域における中小企業経営並びに個人事業経営のご商売
に必要な資金のほか、一般個人の皆様には、生活に必要な幅
広いニーズにお応えするため、住宅ローンをはじめライフサイク
ルに合わせた各種ローン商品をご用意しております。�
　このほか、地方公共団体や地元の公共機関へのご融資に
も積極的に取り組んでおります。�
　さらには、地域と密着した渉外活動を通じて収集したさまざま
な情報をもとに、ご融資に際しては、お客様の信用状況や事業
計画の内容を充分検討のうえ厳正かつ公正な審査を行ってお
ります。�
　また、小口多数利用の基本姿勢のもと、特定の業種やお客
様に偏ることのないようバランスのとれた貸出とリスクの分散を
図り、貸出資産の健全な維持・向上に努めております。�

貸出運営についての考え方�

　お取引先の大切な預金をお預かりする金融機関としてはお
客様から信頼を得ることが最も大切なことであります。そのため、
当金庫は公共性のある金融機関として、法令等を遵守し、公
正で良識のある真摯な営業姿勢を堅持する組織体制を確立
していくため、「コンプライアンス規程」「コンプライアンス・マニ
ュアル」「函館信用金庫倫理綱領」「私たちの心構え」を制定
し、コンプライアンス態勢の構築に努めております。�

コンプライアンス（法令等遵守）態勢の構築�
基本的な取組み姿勢�
�

　金融機関に内在するリスクを的確に把握し適切に対処する

ため、当金庫はリスク管理方針を定め組織的な管理体制を確

立し、その充実に努めております。�

リスク管理体制について�
●組織体制�
最高意思決定機関……… 理事会�
リスクの統合管理………… 常務会�
リスクの統合管理………… リスク管理委員会…常勤理事�
リスクの一元管理………… 監査室�
担当部署�
（１）信用リスク管理 主管　審査部�
（２）市場リスク管理 主管　業務部�
（３）流動性リスク管理 主管　業務部�
（４）事務リスク管理 主管　事務部�
（５）システムリスク管理 主管　事務部�
（６）法務リスク管理 主管　総務企画部�
（７）評判リスク管理 主管　総務企画部�
●信用リスク管理�
　信用リスクとは、貸出金等がお取引先の業況悪化などで
約定どおり回収されなくなるリスクです。�
　当金庫では、審査部門による厳正な審査を行う一方、管
理部門において厳格な自己査定により適切な償却・引当を
行うなど資産の健全化に努めております。�
●市場リスク管理�
　市場リスクとは、金利・為替・株価等、市場の変動により
生じるリスクです。�
　当金庫では、有価証券の評価状況を日々把握し理事会・
常務会に報告しており適切な管理を行っております。さらに、
ＡＬＭ委員会において市場動向等の見通しを検討し、市場リ
スク管理に努めております。�
●流動性リスク管理�
　流動性リスクとは、資金繰りが悪化したり、不利な資金調
達を余儀なくされるリスクです。�
　当金庫では、日々の資金繰りの把握に努めるとともに支
払準備資産状況を把握し適切な流動資産の確保に努めて
おります。�
●事務リスク管理�
　事務リスクとは、金融機関の事務ミスや不祥事件等により
信用が損なわれるリスクです。�
　当金庫では、ＯＪＴや研修会を通じコンプライアンス（法令
等遵守）意識の高揚を図り、基本に忠実な事務処理及び業
務活動に努めております。�
●システムリスク管理�
　システムリスクとは、コンピュータの障害、不正、誤作動、

不備等により損失を被るリスクです。�
　当金庫では、システムの安全管理及び顧客情報の保護
管理には特に留意し細心の注意を払い、その管理に努めて
おります。�
●法務・評判リスク管理�
　法務リスクとは法知識の欠如から問題を生じるリスクです。
評判リスクとは金融機関の経営不安や職員の不祥事などか
ら金庫の評判が悪化することによって被るリスクです。�
　当金庫では、内外研修や店内勉強会、また、全信協等の
通信教育を通じ法務知識の向上を図っております。さらに、
コンプライアンス体制の構築を図り、信用金庫職員として誠
実で真摯な行動に心がけております。�

リスク管理とコンプライアンスの徹底�
�



ペイオフ対応について�

　平成17年4月全面解禁されるペイオフに対し、当金庫としても営業推進上の重要な経営課題として捉え、具
体的な対応を実施しております。その一環として「決済用預金」を平成17年1月から取扱い開始予定で準備を
進めているところでございます。�
　決済用預金とは○1無利息であること○2決済サービスが提供できること○3要求払いであること、の3要件を満
たす預金で、万一金融機関が経営破たんしても、この預金は当座預金と併せ預金保険機構が全額を保護するこ
ととなっております（経営が万全であればペイオフは全く関係ございません）。�

　預金保険法が改正され、当座預金、普通預金、別段預
金については平成17年３月末まで全額保護されます。平成
17年４月以降は、当座預金等の利息のつかない預金（注１）

が全額保護されることとなります。定期預金等は、従来ど
おり、預金者一人当たり、一金融機関毎に元本1,000万
円までとその利息等が保護されます。�

預金保護の基礎知識�知って安心�

預金保険対象商品と保護の範囲は？�

具 体 的 に は �

当 座 預 金 � は�

●当　　　　座　　　　預　　　　金�
●普　　　　通　　　　預　　　　金�
●別　　　　段　　　　預　　　　金�

全　　額　　保　　護�

平成１７年３月� 平成１７年４月～�

合算して元本1,000万円（注２）までとその利息等（注３）を保護�
●定期預金　●定期積金�
●貯蓄預金　●通知預金�
●納税準備預金�
●元本補てん契約のある金銭信託�
●金融債（保護預り専用商品）等�

●外貨預金　●譲渡性預金�
●元本補てん契約のない金銭信託�
●金融債（保護預り専用商品以外のもの）�

等�

利息のつかない等の条件を満
たす預金（注１）は全額保護�

決済用預金�
預
金
保
険
の
対
象
商
品�

対
象
外
商
品�

定
期
預
金
等�

1,000万円を超える部分は、破たん金融機関の財産の状況に応じて
支払われます。（一部カットされることがあります。）�

保護対象外�
破たん金融機関の財産の状況に応じて支払われます。�
（一部カットされることがあります。）�

期間�商品の分類�

（注１）決済用預金といいます。「無利息、要求払い、決済サービスを提供できること」という３条件を満たすものです。�
（注２）金融機関が平成15年４月以降に合併を行ったり、営業（事業）の全てを譲り受けた場合には、その後１年間に限り、当該保護金額が、1,000万円の代わり

に、「1,000万円×合併等に関わる金融機関の数」による金額になります（例えば、２行合併の場合は、2,000万円）。�
（注３）定期預金の給付補てん金、金銭信託における収益の分配等も利息と同様保護されます。�

平成１７年３月末まで� 平成１７年４月以降�

平成１７年４月以降も全額保護されます。�

金融機関が破たん前に�
依頼を受けた振込など�

（仕掛り中の決済資金）�

は� 全額保護され、振込など決済の履行は確保されます。�
また、預金小切手（預手）、送金小切手（送手）は原則として全額保護されます。�

全額保護されます。�普 通 預 金 � は�

合算して元本1,000万円までと�
その利息等が保護されます。�定 期 預 金 等 � は�

「利息のつかない普通預金〔上記（注１）の条件を満たすも
の〕」は全額保護されます。�
※当金庫では平成17年1月よりお取扱い予定。�

「利息のつく普通預金」は「定期預金等」と合算して�
元本1,000万円までとその利息等が保護されます。�

「定期預金等」は「利息のつく普通預金」を合算して
元本1,000万円までとその利息等が保護されます。�



1.業　容�
　金融機関の本業であります預金・貸出金につきまして
は、預金は地公体や金融機関預金の減少により、年度
間平残で1.51%減少したものの、貸出金にあっては年
度間平残で1.38%の伸びを示し、管内の経済環境を勘
案すれば、まずまずの実績を示したものと思っております。�
2.収　益�
　貸出金収入はボリュームの増加で増収となったものの、
有価証券収入・役務取引等収益及び国債等売買益の
減少により、業務収益は前年比91百万円の減収となった。
さらに臨時収益の減収もあって、経常収入は前年度比
134百万円の減収となりました。一方、費用面については、
支払利息の減少や国債等償還損の大幅な減少、さらに
は、一般貸倒引当金の戻入や人件費・物件費等経費の
節減により、業務費用は前年度比1,870百万円の大幅
な減少となった。臨時費用においても、個別貸倒引当金
の増加はあったものの、全体としては前年度比107百万
円の減少となり、この結果、経常利益171百万円、業務
純益487百万円、税前当期利益162百万円、税効果調
整後の当期純利益88百万円となりました。�

事業の概況�

　平成15年度の日本経済はデジタル家電や自動車等
の輸出にささえられ、経済成長率は通年を通し、プラス成
長に転じ、バブル崩壊後長く続いた不況から脱し、景気
に回復感が窺われた一方、地方経済（道南経済）は公
共工事の削減や観光客の入込み減少など、実態経済
はむしろ悪化傾向にあり、回復感の見られないまま推移
した1年でありました。�

経済情勢�

業　績�

　地域金融機関を取り巻く経営環境は、地域経済の衰
退とともに、さらに厳しさを増しており、各金融機関は更な
る経営力の強化に努めているところであります。当金庫
としても永続的な安定した経営基盤確立のため、思い
切った経営改善策に取組むこととし、「収益力の強化」「経
営効率化の推進」を経営方針に掲げ、積極的に推進し
て参る所存です。�

事業の展望と課題�



函館信用金庫と地域社会�

　昨年3月に金融庁から公表された「リレーションシップバンキングの機能強化」に関する取組事項を受けて、当金
庫は地域金融機関として、地域経済の活性化に貢献すべく、27項目の個別取組事項を掲げ、地域中小企業金融
の再生に向けた取組を強化しているところでありますが、その実績は政府系金融機関との提携による金融再生支
援等25項目について、何らかの対応実績を示しており、「リレーションシップバンキングの機能強化」は着実に推進
されております。�
　また、本年5月に同庁から公表された「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」に基づき、個別具体的
な対応策を掲げ、地域から、より信頼され、存在感のある信用金庫を目指し、経営力の強化に努めております。�

リレーションシップバンキングの機能強化への取組みについて�

お　客　様　／　会　員�

預
　
金
　
積
　
金�

出
　
資
　
金�

函　館　信　用　金　庫�
�

お　客　様　（　会　員　）�

預金積金に関する事項�
（地域からの資金調達の状況）�
　当金庫では、地域のお客様の着実な資産づくりの
お手伝いをさせていただくため、新商品の開発やサ
ービスの一層の充実・向上に向け努力してまいります。
当金庫の特徴的な商品として、身近に夢が実現でき
る「どきどき定期」を提供しております。本商品の内
容や、この他当金庫で取扱っている商品等について
の詳細は、当金庫のホームページまたは営業店へ直
接ご照会下さい。�

預金積金残高　112,203百万円�

貸出金（運用）に関する事項�
（地域への資金供給の状況）�
　お客様からお預かりした預金積金は、お客様の様々
な資金ニーズに応え、地域経済の活性化のために、
貸出金という形で地域社会に還元しております。また、
当金庫管内の市町村と協調して、借入者の負担が少
しでも軽減できる制度融資等も取扱っております。
当金庫の融資に関する詳細は当金庫ホームページ
または営業店へ直接ご照会下さい。�
 貸出金残高 74,676 百万円 （％）�
  うち設備資金 26,363 （35.3）�
   運転資金 26,922 （36.1）�
   住宅ローン 12,876 （17.2）�
   消費者ローン 2,123 （2.8）�
   地方公共団体 6,392 （8.6）�
 預金積金に占める貸出金の割合 66.6％�

体制について�
　　常勤役職員数：166人�
　　店舗数：15店舗�

口座数�
184,767口座�

会員数�
11,038名�
出資金残高�
1,158百万円�

貸
　
出
　
金�

支 

援 

サ 

ー 

ビ 

ス�

融資先数�
8,440先�
融資先件数�
13,089件�

経営相談等�



　当金庫は、函館市を中心とした１市16町１村を事業区域として、地元の中小企業や住民が会員となって、お互
いに助け合い発展していくことを共通の理念として運営されている相互扶助型の金融機関です。�
　地元のお客様からお預かりした大切な資金（預金積金）は、地元で資金を必要とするお客様に融資（貸出）を
行ってお手伝いするとともに、地域社会の一員として地元の中小企業者や住民との強い絆とネットワークを形成し、
地域経済の持続的発展のために努力しております。また、金融機関としての立場にとどまらず、文化、環境、教育と
いった面も視野に入れ、広く地域社会の活性化に積極的に取り組んでおります。�

当金庫の地域経済活性化への取り組みについて�

貸出以外の運用に関する事項�
　当金庫は、お客様からお預かりした預金を、貸出金
のほかに、有価証券や預け金で運用を行っております。
有価証券での運用はリスクに配慮し国債等を中心と
し、残りの資金は信用金庫の中央機関である信金中
央金庫に主に預け入れております。�

余裕資金運用残高　39,065百万円�

文化的・社会的貢献に関する事項�

1.文化活動（全店を対象）�
・「はこしんコミュニティカレッジ」を開催＝

受講希望者に対して、市内の著名人を講師

として招き、5月から11月までの毎週水曜

日に約半年に亘り勉強会を実施しております。�

・函館地区小中学生珠算競技大会を開催＝

毎回約100人の参加者があり、27年の歴

史を有する大会です。�

2.環境への取り組み�
・花いっぱい運動や清掃活動に参加し、地域

の皆さんとともに環境問題へも取り組んで

おります（木古内・中道・知内支店など）。�

3.福祉活動（全店）�
・「愛のふれあい献血運動」に協賛し、多くの

職員が献血しております。�

4.地域行事への参加（全店）�
・「はこだて港祭り」の“みなと踊り”と“イカ

踊り”には両日ともに全店を挙げて、多数

の職員が参加しました。�

・店舗の所在する各地区の祭り等には、各営

業店の職員が事前準備からスタッフとして

多数参加し、イベントを盛り上げるため尽

力しております。�

5.スポーツ振興への支援�
・少年野球大会やゲートボール大会を主催し、

当該地域におけるスポーツ振興のお手伝

いをしております（上磯・中道・七飯・木古内・

知内支店など）。�

・本年は創業80周年を迎えたことから、少年

サッカー大会を開催しました。�

6.寄付（全店）�
・毎週金曜日のカジュアルデーに実施してい

る職員の自主的募金の福祉施設等への寄

付は4年目になりました（全店）。�

・営業店所在地の祭り等に協賛金としての寄

付等をしております。�

今期決算に関する事項�
　道南地区は公共投資の削減に加え、観光客の入り
込みも今一歩伸び悩み、依然厳しい経済環境の中、
役職員一致して経営力強化に努めて参りましたが、
老舗企業の大型倒産が発生したことから、最終利益
は88百万円に止まりました。�
　ただ、自己資本比率については7.91％と前年比
0.52％上昇し、国内基準（4％）のほぼ2倍の水準を
維持することが出来ました。�

取引先への支援等（地域との繋がり）�
　政府系金融機関や中小企業支援センター等との
連携を従来以上に強め、地元企業発展のための助言・
協力等を積極的に行っていきます。また、当金庫取
引先との情報交換会である「店名会」を更に機能的
に発展させ異業種交流を活発に行うとともに、全国
信用金庫協会の「しんきんふれ愛ネット」を積極的に
利活用し、顧客のビジネスチャンス拡大につなげて
いきます。さらに、お客様からの相談内容等について
は、専門家に紹介・仲介する等企業の問題解決にも
積極的に取り組んでまいります。�



トピックス�

平成15年�

 4月 1日   新採用職員入庫式（新採用職員4名）�

 4月 1日 ～ 9月30日�
    第16回懸賞金付定期預金“チャンス”�
    発売開始�

 5月 14日 ～11月19日�
    第4回はこしんコミュニティ・カレッジ開講�
    （地元経済人、文化人、行政の方々を講師に�
    招き計24回開講）�

�

�

�

 5月 15日   第15回懸賞付定期預金“ドキドキ定期”抽選会実施�

 6月 5日  信用金庫の日記念「愛の献血運動」実施�

�

�

�

 6月 20日  第80期通常総代会開催�
    （於 函館国際ホテル）�

 8月 2日  港まつり「ワッショイはこだて」パレード�
    （十字街コース）に81名参加�

 9月 21日 ～ 9月30日�
    全国信用金庫交通安全運動�
    キャンペーンに参加�

 9月 27日  第14回はこしん各店対抗ゴルフ大会開催�

 10月 1日 ～平成16年1月31日�
    はこしんマイカーローン特別キャンペーン実施�

 10月 1日  生命保険窓口販売業務取扱開始�

 10月 1日 ～平成16年1月30日�
    本部・本店移転及び創業80周年記念預金として第17回懸賞付定期預金“ドキドキ定期”発売�

 10月 14日  本部・本店移転オープン�

 12月 15日  「本店・松風町支店」並びに「湯川支店・花園支店」の母店化実施 �

�

平成16年�

 1月 8日   第27回函館地区小中学生珠算競技大会開催�

�

�

�

 1月 22日   第16回懸賞金付定期預金“チャンス”�
    抽選会実施�

 2月 24日  「地域貢献活動」として献血運動実施�

 3月 10日 ～ 3月12日�
    第23回「はこしんゆったり温泉旅行」�
    大湯温泉「ホテル鹿角」109名参加�

 3月 31日  はこしんカジュアルデー募金60万円を�
    公立はこだて未来大学、国立大学法人北海道大学に贈呈�



預金業務�

事業を営む方に最適です。小切手・手形などをご利用いただける預
金です。�
�
窓口・キャッシュサービスコーナーで自由にお引き出し、お預け入れ
ができ、給与、年金、配当金などの自動受取りもできます。また、公
共料金、クレジットなどの自動支払いもできます。�
�
普通預金と同じようにキャッシュカードをご利用いただけ、お引き出
し、お預け入れが自由で、個人の方を対象とした預金です。お預け
入れ残高に応じた5段階の有利な利率で、お引き出し手数料はかか
りません。�
　但し、給与、年金などの自動受取り及び公共料金などの自動支払
いにはご利用できません。�
�
個人の方がご利用できる「貯める、使う、借りる」を一冊にした便利
な預金です。イザという時には、定期預金の90%以内、最高200
万円まで自動的にご融資させていただきます。�
�
まとまったお金の短期間の運用に最適です。�
�
�
税金納付のご準備のための預金で、非課税です。�
�
�
�
お手許の余裕資金を市場金利に連動して高利回りかつ安全確実な
預金です。�
�
�
�
お手許の余裕資金を市場金利に連動して高利回りかつ安全確実な
預金です。�
�
�
個人の方がご利用できる1年複利で大きく増やせる預金で、1年間
据え置いた後はいつでもお引き出し（1万円以上）も可能な便利な
預金です。�
�
お預け入れ日から半年ごとに市場金利の動向に合わせて金利が変
動する預金で、個人の方の3年ものは半年複利型もご利用いただ
けます。�
�
お客様のプランや目的にあわせて自由に掛け金を設定でき、計画
的な資金づくりに最適な預金です。�
�
5千万円以上1千万円単位で、まとまった資金を短期間に高利回り
で運用できる預金で、満期日以前に譲渡もできます。�
�
住宅資金や財産づくりのため、お勤め先を通して毎月のお給料やボ
ーナスなどから天引きして積み立てていただく預金です。財形年
金預金と財形住宅預金をあわせて550万円までお利息が非課税と
なります。�
�
教育資金や結婚資金など貯蓄目的は自由です。お利息は課税にな
りますが、財形持家融資、進学融資の特典が受けられます。 �
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業務のご案内�



業務のご案内�

〈さまざまな資金ニーズにお応えしております〉�
　当金庫は地域経済の健全で豊かな発展のため、地域
金融機関として地元の中小企業や個人事業主のお客
様および一般個人のお客様のさまざまな資金ニーズに
お応えできるよう各種商品の品揃えに積極的に取り組
んでおります。�

■事業向けのご融資�
●一般のご融資�
○割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越など事業を営むため
の資金として、一般のご融資をご利用いただけます。�

●制度融資�
○北海道、函館市、上磯町、七飯町、恵山町、戸井町、椴法華村、
木古内町及び知内町と協調して、低利で有利な制度融資を積
極的にお取り扱いいたしております。�

●代理貸付業務�
○中小企業金融公庫、国民生活金融公庫、信金中央金庫、年金
資金運用基金などの代理貸付業務をお取り扱いいたしております。�

■商品利用に当たっての留意事項�
　預金やローン等の商品には、変動金利商品のようにお客様の予想に反して金利が上下するものもございますので、ご利用に当たってはそれぞれ
の商品やサービスの内容を当金庫の窓口などで十分お確かめのうえご利用願います。�

融資業務�

サービス業務�

住宅の新築・増改築、マンション・中古住宅の購入、住宅用土地の購入などに
ご利用いただけます。�
金利は、変動金利型と固定金利型がございます。�
住宅金融公庫のご融資もお取り扱いいたしております。�
�
大学、短大、専門学校などの入学金や授業料、下宿代などの費用にご利用い
ただけます。�
�
自家用車の購入代金や車検費用などの諸費用に対してご利用いただけます。�
�
健康で文化的な生活を営むための必要資金としてご利用いただけます。�
�
健康で文化的な生活実現のための資金として必要に応じてカード１枚でお気
軽にご利用いただけます。�
�
資金使途は問いません。�
必要な時に即日対応。�
個人であれば事業主もご利用いただけます。�

�
�
�
�
住 宅 ロ ー ン �
�
�
�
�
�
�
�
教 育 ロ ー ン �
�
�
�
�
マイカーローン�
�
�
�
フリーカードローン�
�
�
�
�
カ ード ロ ー ン �
�
�
�
�
�
〈 は こ し ん 〉�
�
ポ ケ ット く ん �
�

�
�
�
�

5,000万円以内�
�
�
�
�
�
�
�

500万円以内�
�
�
�
�

500万円以内�
�
�

100万円コース��
200万円コース�

�
�
�10万円～50万円以内�

（但し、10万円単位）��
�
�
�

10万円～90万円以内�
�

（但し、10万円単位）�

�
�
�
�

25年以内�
�
�
�
�
�
�
�

10年以内�
�
�
�
�

７年以内�
�
�
�

３年（更新も可能）�
�
�
�

１年以上３年以内�
�

（更新も可能）�
�
�
�
�
�

３年（更新も可能）�

特　　色　　・　　内　　容�種　　類� 融資額� 期　　間�

全国の金融機関を結ぶオンラインにより、振込や送金、手形・小切手などの代金の取り立て等をお取り扱い
いたしております。�
�
当金庫本支店においてカード１枚で入出金・残高照会ができ、全国の信用金庫、郵便局及び提携金融機関
でもお取り扱いいたしております。�
�
毎月の給与やボーナスがご指定の預金口座に自動的に入金されます。�
�
毎回、年金の支払日に自動的にご指定の預金口座に入金されます。�
�
電気、電話、ガス、水道、ＮＨＫなどの公共料金や税金、各種保険料などをご指定の口座から自動的にお支
払いいたします。�
�
家賃やその他毎月決まった金額をご指定の口座に自動的にお振り込みいたします。�
�
その日の売上金を営業時間終了後、休日でも安全にお預かりいたします。�
�
会社設立、増資のための株式振込金のお取り扱いをいたしております。�
�
ご指定口座への振込金内容や預金残高等を電話やファックスにて連絡いたします。�
�
外国通貨の両替、旅行小切手の換金・発行をいたしております。�
�
デビット参加加盟店からの買物代金を当金庫発行のキャッシュカードにてお支払いすることができます。�
�
自宅や勤務先等から電話で残高照会や振込・振替などの取引がご利用いただけます。�

内 国 為 替 �
�
�
�
�
�
キ ャッシュ カ ード サ ー ビ ス �
�
�
�
�
給 与 振 込 �
�
�
�
年 金 振 込 �
�
�
�
自 動 支 払 い ��
�
�
�
�
定 額 自 動 送 金 �
�
�
�
夜 間 金 庫 �
�
�
�
株 式 ・ 出 資 の 払 込 み �
�
�
�
ア ン サ ー サ ー ビ ス �
�
�
�
外 貨 両 替 �
�
�
�
デ ビ ット カ ー ド サ ー ビ ス �
�
�
�
テレホンバンキングサービス�

特　　色　　・　　内　　容�種　　類�

■個人向けローン�



手数料一覧�

各種手数料一覧表�

�
振 込 の 種 類 �

手 数 料 又 は 振 込 の 種 類 �
�
定 額 自 動 振 込 基 本 手 数 料 �

�
金額の区分�
�
�
３万円未満�

�
３万円以上�

�
３万円未満�

�
３万円以上�

�
３万円未満�

�
３万円以上�

�
３万円未満�

�
３万円以上�

窓口振込�
�
210円�
�

420円�
�

210円�
�

420円�
�

525円�
�

735円�
�

420円�
�

630円�

ATM振込�
�
105円�
�

315円�
�

105円�
�

315円�
�

420円�
�

630円�
�
―�
�
―�

HB/FB振込�
�
―�
�
―�
�

105円�
�

315円�
�

420円�
�

630円�
�
―�
�
―�

手数料�
�
630円�
�

105円�
�

210円�
�

105円�
�

210円�
�

315円�
�

525円�

金額の区分�
�
年　額�
�

３万円未満�
�

３万円以上�
�

３万円未満�
�

３万円以上�
�

３万円未満�
�

３万円以上�

同一店内�
�
�
�
本支店宛�
�
�
�
電信扱い�
�
�
�
文書扱い�
�

当 金 庫 宛 �

他 行 庫 宛 �

同 一 店 内 �
�
�
�
本 支 店 宛 �

当金庫本支店宛�
�
他 行 庫 宛 �

当金庫宛�
�
�
�
�
�
�
�
他行庫宛�
�

☆　為　替　手　数　料� ☆　預　金　関　連　の　手　数　料�

１．再発行手数料�１．振込手数料（１件につき）�

３．両替手数料�

２．証明書等発行手数料�

２．定額自動振込手数料（１件につき）�

送 金 の 種 類 �
電 信 扱 い�普 通 扱 い�

840円�630円�

３．送金手数料（１件につき）�

４．代金取立手数料（１通につき）�

手　数　料�

420円�

当金庫本支店宛（他所）�
�
他 行 庫 宛（ 他 所 ）�

代 金 取 立 の 種 類 �
至 急 扱 い�普 通 扱 い�

５．その他諸手数料（１件又は１通につき）�

種　　類�
�
送金・振込組戻手数料�
�
取立手形組戻手数料（他所）�
�
取立手形店頭提示料�
�
不渡手形返却料（他所）�

手数料�
�

630円�
�

630円�
�

630円�
�

630円�

内　容�
�

１件�
�

１通�
�

１通�
�

１通�

840円�630円�

手　数　料�

420円�

内容�
１冊あたり�
１枚あたり�
１枚あたり�

 ７ ：００～ ８ ：００�
 ８ ：００～ １８ ：００�
 １８ ：００～ ２１ ：００�
 ８ ：００～ ９ ：００�
 ９ ：００～ １４ ：００�
 １４ ：００～ １９ ：００�
 ８ ：００～ １９ ：００�
 ７ ：００～ ８ ：４５�
 ８ ：４５～ １８ ：００�
 １８ ：００～ ２１ ：００�
 ８ ：００～ ９ ：００�
 ９ ：００～ １４ ：００�
 １４ ：００～ １９ ：００�
 ８ ：００～ １９ ：００�
 ８ ：００～ ８ ：４５�
 ８ ：４５～ １８ ：００�
 １８ ：００～ ２１ ：００�
 ９ ：００～ １４ ：００�
 １４ ：００～ １７ ：００�
 ９ ：００～ １７ ：００�
 ８ ：００～ ８ ：４５�
 ８ ：４５～ １８ ：００�
 １８ ：００～ ２１ ：００�
  ９ ：００～ １４ ：００�
 １４ ：００～ １７ ：００�
 ９ ：００～ １７ ：００�

手数料�
1,050円�
1,050円�
1,050円�

種類�
各種証明書�
取引明細�

内容�
１通あたり�
１枚あたり�

手数料�
315円�
315円�

４．ＣＤ・ＡＴＭ利用手数料�

入金�
―�
無料�
―�
―�
―�
―�
―�
―�
無料�
―�
―�
―�
―�
―�
―�
―�
―�
―�
―�
―�
―�

105円�
―�
―�
―�
―�

出金�
無料�
無料�
105円�
105円�
無料�
105円�
105円�
105円�
無料�
105円�
105円�
無料�
105円�
105円�
210円�
105円�
210円�
105円�
210円�
210円�
210円�
105円�
210円�
105円�
210円�
210円�

手数料�
無料�
210円�
315円�
525円�

種類�
通帳�
証書�
カード�

カードの種類� ご利用時間�
手数料�

５．その他諸手数料�

手数料�
420円�
630円�

10,500円�
3,150円�
105円�
52円�

1,050円�
3,150円�
1,050円�

両替枚数�
300枚以下�
301枚～500枚�
501枚～1,000枚�
1,001枚～2,000枚�
2,001枚以上は1,000枚ごとに315円加算�

平 日 �
�
�
�
�
�
土 曜 日 �
�
�
�
日・祝日�
�
�
�
平 日 �
�
�
�
�
�
土 曜 日 �
�
�
�
日・祝日�
�
�
�
平 日 �
�
�
�
�
土 曜 日 �
�
�
日・祝日�
�
�
�
平 日 �
�
�
�
�
土 曜 日 �
�
�
日・祝日�

�
�
�
�
当金庫カード�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
他金庫カード�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
他 行カ ード�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
郵 貯カ ード�

種　　類�
約 束 手 形 用 紙 代 �
小 切 手 帳 代 �
夜 間 金 庫 使 用 料 �
夜間金庫専用入金帳�
債券保護預り手数料�
給与振込手数料（他行庫宛）�
アンサーサービス基本料�
FB（総合振込等）サービス基本料�
HB（即時資金移動）サービス基本料�

内　　容�
１冊あたり（枚数×16×1.05）�
１ 冊 あ た り�
１ 月 あ た り�
１ 冊 あ た り�
１ 月 あ た り�
１ 振 込 あ た り�
１ 月 あ た り�
１ 月 あ た り�
１ 月 あ た り�

手　　数　　料�

（平成16年6月末現在）�

�



はこしんの歩み�

 大正１３年 ７月 有限責任「函館信用組合」を設立�

 昭和１８年 ７月 市街地信用組合法により「函館信用組合」

に改組�

 ２０年 ５月 松風町支店開設�

 ２０年 ７月 万代町支店（現ばんだい支店）開設�

 ２３年 ３月 営業地区拡張（亀田郡、上磯郡、松前郡）�

 ２５年 ５月 五稜郭支店開設�

 ２５年 ９月 上磯支店開設�

 ２６年 １０月 信用金庫法制定により「函館信用金庫」に

改組�

 ２７年 １０月 尻岸内支店（現えさん支店）開設�

 ３１年 ６月 弁天町支店（現弁天支店）開設�

 ３２年 ７月 七飯支店開設�

 ３４年 ２月 千代ケ岱出張所（現千代台支店）開設�

 ３５年 １１月　木古内支店開設�

 ３７年 １０月　亀田支店開設�

 ３９年 ８月 湯の川支店（現湯川支店）開設�

 ４１年 ３月 営業地区拡張（森町、上ノ国村、江差町）�

 ４２年 ４月 七飯町の指定金融機関事務取扱開始�

 ４３年 ４月 営業地区拡張（八雲町、砂原村、鹿部村、�

   南茅部町）�

 ４４年 １２月 花園支店開設�

 ４５年 ９月 預金量１００億円達成�

 ４９年 １０月 創立５０周年記念式典挙行�

 ５０年 １０月 北海道信用金庫協会共同事務センターオ

ンラインに加盟�

 ５３年 ８月 恵山町の指定金融機関事務取扱開始�

 ５４年 １２月 中道支店開設�

 ５７年 ５月 預金量５００億円達成�

 ５７年 １０月 知内支店開設�

 ５８年 ７月 戸井町の指定金融機関事務取扱開始�

 ５９年 １月 国債等の募集業務取扱開始�

 ６３年 １０月 第３次オンラインシステムスタート�

 平成２年 ４月 知内町の指定金融機関事務取扱開始�

 ２年 ６月 丸井今井デパートへ店外ＣＤ開設�

 ２年 １２月 函館空港ビルへ店外ＣＤ開設�

 ３年 １０月 両替商業務取扱開始�

 ４年 ５月 七飯町役場へ店外ＣＤ開設�

 ５年 １１月 日本銀行との当座預金取引開始�

 ６年 ６月 函館市役所へ店外ＣＤ開設�

 ６年 ７月 預金量１，０００億円達成�

 ６年 １２月 日本銀行歳入代理店事務取扱開始�

 ７年 １２月 カウボーイ上磯店へ店外ＣＤ開設�

 平成７年 １２月 七飯支店大中山出張所開設（店外ＡＴＭ）�

 ９年 ３月 上磯支店久根別出張所開設（店外ＡＴＭ）�

  〃 本店谷地頭出張所開設（店外ＡＴＭ）�

 ９年 ９月 ポスト３次オンラインシステム乗替移行�

 ９年 １１月 市立函館病院へ店外ＣＤ設置�

 ９年 １２月 湯川支店コープはこだて湯川生協出張所

開設（店外ＡＴＭ）�

 １０年 ３月 上磯支店ハセガワストア上磯店出張所開

設（店外ＡＴＭ）�

 １０年 ６月 椴法華村の指定金融機関事務取扱開始�

 １０年 １１月 上磯町の指定金融機関事務取扱開始�

 １０年 １２月 上磯支店上磯町役場出張所開設�

   （店外ＡＴＭ）�

  〃 亀田支店桔梗出張所開設（店外ＡＴＭ）�

 １１年 １月 中道支店エフロード出張所開設�

   （店外ＡＴＭ）�

 １１年 ３月 郵貯ＡＴＭとの提携開始�

 １１年 ４月 本部組織機構改革実施�

 １２年 ２月 はこしんカジュアルデー実施�

 １２年 ３月 デビットカードサービスの取扱開始�

 １２年 ５月 はこしんコミュニティ・カレッジ開校�

 １２年 １２月 金庫内ネットワークシステムスタート�

 １３年 ３月 スポーツ振興投票券（サッカーくじ）の取

扱開始�

 １３年 １０月 損害保険窓口販売業務の取扱開始�

 １３年 １１月 亀田支店新築移転オープン�

 １４年 １０月 生命保険募集代理店登録�

 １５年 １０月 生命保険窓口販売業務取扱開始�

  〃 本部・本店移転オープン�



金庫の概況と組織�

名　称 函館信用金庫�
所在地 本部 〒040-0064 函館市大手町2番7号�
   TEL（0138）22-1241（代）�
 本店 〒040-0064 函館市大手町2番7号�
   TEL（0138）22-1247（代）�
創　立 大正13年７月10日�
会員数 11,038名�
出資金 1,158,212千円�
店舗数 市内10店舗、市外５店舗  計15店舗�
職員数 161名�

金庫の概況� 役員一覧�

組織図�

（平成16年7月2日現在）�（平成16年3月末日現在）�

（平成16年7月2日現在）�

総 代 会 �

理 事 長 �

理 事 会 �

委 員 会 �

営 業 店 �

専務理事�

常務理事� 常務会�

常勤理事�

常勤監事�

非常勤監事�

員外監事�

監 事 会 �
監
査
室

�

非
常
勤
理
事�

営
業
本
部�

業
務
部

�

資
金
運
用
担
当�

事
務
指
導
担
当�

事
務
集
中
担
当�

経
営
企
画
担
当�

シ
ス
テ
ム
担
当�

審
査
部

�

事
務
部

�

総
務
企
画
部�

総
務
本
部�

業
務
担
当�

管
理
担
当�

審
査
担
当�

渉
外
係�

融
資
係�

事
務
係�

出
張
所�

人
事
担
当�

総
務
担
当�

経
理
担
当�

監
査
担
当�

平成10年度 184名�
 常勤役員 5名�

 男子職員 128名�

 女子職員 51名�

平成11年度 183名�
 常勤役員 5名�

 男子職員 125名�

 女子職員 53名�

平成12年度 182名�
 常勤役員 5名�

 男子職員 119名�

 女子職員 58名�

平成13年度 178名�
 常勤役員 6名�

 男子職員 117名�

 女子職員 55名�

平成14年度 170名�
 常勤役員 7名�

 男子職員 112名�

 女子職員 51名�

平成15年度 166名�
 常勤役員 5名�

 男子職員 110名�

 女子職員 51名�

�

平成10年度 9,409名�
 　�

　�

　�

平成11年度 9,506名�
　�

　�

　�

平成12年度 10,684名�
 　�

　�

　�

平成13年度 11,041名�
 　�

　�

　�

平成14年度 11,071名�
 　�

　�

　�

平成15年度 11,038名�

（各年度末現在）�（各年度末現在）�
役職員数� 会員数�

役職員数�



総代会について�

　信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精
神を基本理念に、会員1人1人の意見を最大の価値とす
る協同組織金融機関です。したがって、会員は出資口
数に関係なく、1人1票の議決権を持ち、総会を通じて当
金庫の経営に参加することとなります。しかし、当金庫で
は、会員数がたいへん多く、総会の開催は事実上不可
能です。そこで、当金庫では、会員の総意を適正に反映し、
充実した審議を確保するため、総会に代えて総代会制
度を採用しております。�
　この総代会は、決算、取扱業務の決定、理事・監事の
選任等の重要事項を決議する最高意志決定機関です。
したがって、総代会は、総会と同様に、会員１人1人の意
見が当金庫の経営に反映されるよう、会員の中から適
正な手続により選任された総代により運営されます。�
　また、当金庫では、総代会に限定することなく、日常の
事業活動を通じて、総代や会員とのコミュニケーションを
大切にし、さまざまな経営改善に取組んでおります。�

総代会制度について�

（1）総代の任期・定数�
○総代の任期は3年です。�
○総代の定数は、90人以上120人以下で、会員数
に応じて各選任区域ごとに定められております。�
　なお、平成16年6月30日現在の総代数は110人
で、会員数は11,034人です。�

�
（2）総代の選任方法�
総代は、会員の代表として、会員の総意を当金庫の経
営に反映する重要な役割を担っております。�
そこで総代の選考は、総代候補者選考基準（注）に基
づき、次の3つの手続を経て選任されます。�

1.会員の中から総代候補者選考委員を選任する。�
2.その総代候補者選考委員が総代候補者を選考
する。�
3.その総代候補者を会員が信任する（異議があれ
ば申し出る）。�

総代とその選任方法�

（注）総代候補者選考基準�
1.資格要件 ― 当金庫の会員であること、等。�
2.適格要件 ― 総代として相応しい見識を有していること。良識をもって正しい判断ができる人であること。�

地域における信望が厚く、総代として相応しい人であること。地域での居住年数が長く、人縁関係が深い方。�
行動力があり、積極的な方。人格、識見に秀れ、当金庫の発展に寄与できる方。�
金庫の理念・使命をよく理解し、金庫との緊密な取引関係を有する方。�

理　事　会�

理事会の議決に基づき理事長が選考委員を委嘱し、�
選考委員の氏名を店頭掲示�

会　　　員�

選考委員�

総代候補者�

理事長は、総代候補者氏名を店頭掲示し、�
所定の手続を経て、会員の代表として総代を委嘱�

選考基準に基づき総代候補者を選考�

総　代　会�
会員の総意を適正に反映するための制度�

総　　　代�
決算に関する事項、理事・監事の�
選任等重要事項の決定�



他の候補者を選考�

欠員（選考を行わない）�

総代が選任されるまでの手続について�

第81期通常総代会において、次の事項が付議され、それぞれ原案のとおり了承されました。�
（1）報告事項�

平成１５年度貸借対照表、損益計算書及び業務報告書の件�
（2）決議事項�

第１号議案　平成１５年度剰余金処分案の件 第３号議案　監事の改選の件�
第２号議案　理事の改選並びに選任の件 第４号議案　退任役員に対する慰労金贈呈の件�

第81期通常総代会の決議事項�

総代の氏名�

地区を15区の選任区域に分け、�
各選任区域ごとに総代の定数を定める。�

1 総代候補者選考委員の選任�
1.理事会の議決により、選任区域ごとに会員のうちから選考委員を委嘱�
2.選考委員の氏名を店頭に1週間掲示�

2 総代候補者の選考�
1.選考委員が総代候補者を選考→理事長に報告�
2.総代候補者の氏名を店頭に1週間掲示�
　　　　　　　　　　　　　→上記掲示について北海道新聞に公告�
�

会員から異議がない場合�
または�

選任区域の会員数の1/3未満の会員から�
異議の申出があった総代候補者�

選任区域の会員数の1/3以上の会員から�
異議の申出があった総代候補者�

理事長は総代に委嘱�
上記2以下の手続を経て�

総代の氏名を店頭に�
1週間掲示�

当該総代候補者が選任区域の総代定数の�
1/2以上�

1/2未満�

理事長は総代に委嘱�

総代の氏名を店頭に1週間掲示�

3 総代の選任�

異議申出期間（公告後2週間以内）�

選任区域�
第１区�

第２区�

第３区�

第４区�

第５区�

第６区�

第７区�

第８区�

第９区�

第１０区�

第１１区�

第１２区�
第１３区�

第１４区�

第１５区�

人数� 氏　名�
（株）富士サルベージ （株）山万金木水産食品 本郷計測機（株） 海上無線電機（株） （株）富士海洋土木�

（株）青函設備工業 （株）ベーシックオート （有）大又 （株）山の中村商店 吉野谷海運（株）�
第一建設（株）�

山本　寛一 （株）丸味 鈴屋商事（株） 小杉　政義 （有）トーホー内装�

水谷吉四郎 中島　治夫 原　　隆俊 （株）函館平安システム （株）キングストア�
松下　陽輔 五十嵐　稔�

（株）安田総合不動産 （株）函館アポロ商会 函館マジマ（株） 小坂　三男 中里　好之�
鈴木　　守 谷杉　晃一�

オバタ工業（株） 港工業（株） （有）ミナト機械船具店 （株）昭和石材 （株）北洋舎クリーニング工場�
木村　孝二 タマツ電機工業（株） （有）共立印刷�

金子　　隆 山矢　宏美 中浜　八郎 池田　石男 工藤　三雄�
戸沼　平八 橘　　　勲 中浜　一義 中西　徹夫�

（有）一丸商事 三友建業（株） （有）土谷工業 稲船　雄平 長内　則明�

（有）マルニ商会 酒井　力雄 （有）川瀬クリーニング総本店 （有）柏葉運輸商会 函館トヨタ自動車（株）�
大一興業（株） カネサ豆業（株） 藤田　正行 東日本バス（株）�

キザイ産業（株） （株）吉岡会計センター （株）中央石油 内田　尊俊 小林　政春�
出戸　秀光 安達　智紀 山本　福松 （株）プラスターアラキ （株）マルコ佐藤建設�
岩館　一則 瀧田　一幸�

加藤　晴康 宮崎　高志 石崎　幸男 新山　正儀 水上　　務�
後藤　　稔 斉藤　　紘 金澤　雄二 新関　　隆 （株）新星ハイヤー �
佐藤　悦郎�

西根　貞義 中山　信男 戸城　　衛 新家　　勲 曲正北島製パン（株）�

斉藤　一三 奥山　　彰 東出　　隆 澤岡　孝彌�

篠田　　進 大清水機械販売（株） 財津　　實 葛西　春夫 渡辺　盛雄�
横田　有一 原子　秀康 藤田　平悦 （株）タイヨー製作所 大沼合同遊船（株）�
横山興業（株）�

三好　博久 宇美　　誠 菅　　　弘 平泉　正雄 斉藤　明男�
小市　忠男�

（順不同・敬称略）�

５人�

６人�

５人�

７人�

７人�

８人�

９人�

５人�

９人�

１２人�

１１人�

５人�
４人�

１１人�

６人�



●営業店（15店舗）�
函館市内�

営業地区・店舗一覧�

江差町�

八雲町�

森町�

砂原町�

鹿部町�

七飯町�大野町�

上磯町� 函館市�

戸井町�

恵山町�

椴法華村�

南茅部町�

木古内町�上ノ国町�

松前町�福島町�

知内町�

七飯支店�

えさん支店�

木古内支店�

上磯支店�

知内支店�

千代台支店�
亀 田 支 店 �
湯 川 支 店 �
花 園 支 店 �
中 道 支 店 �

本 店 �
松風町支店�
ばんだい支店�
五稜郭支店�
弁 天 支 店 �

花園支店�

中道支店�

弁天支店�

亀田支店�

本　　店�

五稜郭支店�

千代台支店�

ばんだい支店�

松風町支店�

函館市内店舗所在地�

幹線道路�
鉄　　道�

●店舗外�
　 現金自動サービスコーナー（11カ所）�

本 店 �

松風町支店�

ばんだい支店�

五稜郭支店�

弁 天 支 店 �

千代台支店�

亀 田 支 店 �

湯 川 支 店 �

花 園 支 店 �

中 道 支 店 �

函 館 市 大 手 町２－７�

函館市松風町１１－１５�

函館市宮前町１４－１５�

函館市本町３０－２４�

函館市弁天町１３－１１�

函館市千代台町１２－２２�

函館市昭和４－１７－４�

函館市湯川町２－１８－７�

函館市日吉町１－２７－３�

函館市中道１－２４－１２�

1２２－１２４７�

1２３－６２２１�

1４１－６２３６�

1５２－０５１１�

1２６－３６４６�

1５１－５２３８�

1４２－３８２０�

1５７－１４９２�

1５３－５５２１�

1５１－１７１１�

函館市外�
上 磯 支 店 �

えさん支店�

七 飯 支 店 �

木古内支店�

知 内 支 店 �

七飯町役場出張所�

函館市役所出張所�

カウボーイ上磯店出張所�

大 中 山 出 張 所 �

久 根 別 出 張 所 �

谷 地 頭 出 張 所 �

市立函館病院出張所�

コープさっぽろ湯川店出張所�

ハセガワストア上磯店出張所�

上 磯 町 役 場 出 張 所 �

桔 梗 出 張 所 �

七 飯 町 役 場 １ 階 �

函 館 市 役 所 １ 階 �

カウボーイ上磯店内�

テーオーストアー七飯店駐車場内�

スーパー魚長久根別店駐車場内�

キングストアー谷地頭店入口横�

市 立 函 館 病 院１階 �

コープさっぽろ湯川店１階�

ハセガワストア上磯店駐車場横�

上磯町役場敷地内�

文教堂書店桔梗店駐車場内�

上磯郡上磯町飯生２－４－２４�

亀田郡恵山町字中浜１１５－４�

亀田郡七飯町字本町３９２－８�

上磯郡木古内町字本町５３－１�

上磯郡知内町字重内１３－１１�

1７３－２１５１�

1８４－２１１１�

1６５－２５０１�

1（０１３９２）２－３１２１�

1（０１３９２）５－５６１１�

営業地区�
◎函館市�

◎亀田郡　七飯町・大野町・戸井町・恵山町・椴法華村�

◎上磯郡　上磯町・木古内町・知内町�

◎松前郡　福島町・松前町�

◎茅部郡　森町・砂原町・鹿部町・南茅部町�

◎山越郡　八雲町�

◎檜山郡　江差町・上ノ国町�

　　　　　（１市16町１村）�

湯川支店�



利用手数料（１回につき）�

自動機器設置状況�

現金自動機器の設置台数�

ＡＴＭ・ＣＤご利用時間のご案内�

本 店 �
松 風 町 支 店 �
ば ん だ い 支 店 �
五 稜 郭 支 店 �
弁 天 支 店 �
千 代 台 支 店 �
亀 田 支 店 �
湯 川 支 店 �
花 園 支 店 �
中 道 支 店 �
函 館 市 役 所 出 張 所 �
谷 地 頭 出 張 所 �
市 立 函 館 病 院 出 張 所 �
コープさっぽろ湯川店出張所�
桔 梗 出 張 所 �
上 磯 支 店 �
カ ウ ボ ー イ 上 磯 店 出 張 所 �
久 根 別 出 張 所 �
ハセガワストア上磯店出張所�
上 磯 町 役 場 出 張 所 �
七 飯 支 店 �
七 飯 町 役 場 出 張 所 �
大 中 山 出 張 所 �
え さ ん 支 店 �
木 古 内 支 店 �
知 内 支 店 �

９：００～１８：００�
７：００～１９：００�
８：００～１９：００�
７：００～１９：００�
９：００～１８：００�
９：００～１８：００�
８：４５～１８：００�
７：００～１９：００�
９：００～１８：００�
７：００～２１：００�
９：００～１７：００�
７：００～１９：００�
９：００～１７：００�
１０：００～２０：００�
７：００～２１：００�
８：００～１９：００�
９：３０～１９：００�
７：００～２１：００�
７：００～２１：００�
８：００～１８：００�
７：００～２１：００�
９：００～１７：００�
７：００～２１：００�
９：００～１８：００�
９：００～１８：００�
９：００～１８：００�

１８時まで　無料�
１８時以降 １０５円�

─�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�

─�
─�

８：００～１９：００�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
１０：００～１９：００�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�
９：００～１７：００�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
─�
─�

９時まで 105円�
９時～14時まで 無料�
14時以降 105円�

─�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�

─�
─�

８：００～１９：００�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
１０：００～１９：００�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�
９：００～１７：００�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
─�
─�
�

終日　105円�

─�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�

─�
─�

８：００～１９：００�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
１０：００～１９：００�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�
９：００～１７：００�
８：００～１９：００�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
８：００～１９：００�

─�
─�
─�
�

終日　105円�

土　曜　日� 日　曜　日� 祝　　日�市町名� 店　　舗　　名� 平　　日�

現金自動預金・支払機（ＡＴＭ）� ３３台� 現金自動支払機（ＣＤ）� ５台�

ＡＴＭ機では、次のお取り扱いをいたしております。�
（１）平日の８時まで�
 ・お引き出し、残高照会、お振込（ご入金、通帳記帳、キャッシングはできません。）�
（２）平日の８時～18時まで�
 ・ご入金、通帳記帳、お引き出し、残高照会、お振込（15時以降お振込予約）、キャッシング�
（３）平日の18時以降及び土曜日、日曜日、祝日�
 ・お引き出し、残高照会、お振込予約、キャッシング�

函

館

市

内

�

上

磯

町

�

七
飯
町�

木古内町�
恵 山 町 �

知 内 町 � �



経理・経営内容�

貸借対照表�

資　産　勘　定 �

現 金  �

預 け 金  �

金 融 機 関 貸 付 等  �

買 入 金 銭 債 権  �

金 銭 の 信 託  �

商 品 有 価 証 券  �

有 価 証 券  �

国 債 �

地 方 債 �

社 債 �

株 式 �

そ の 他 の 証 券 �

貸 出 金  �

割 引 手 形 �

手 形 貸 付 �

証 書 貸 付 �

当 座 貸 越 �

外 国 為 替  �

そ の 他 資 産  �

未 決 済 為 替 貸 �

信金中金出資金�

前 払 費 用 �

未 収 収 益 �

金 融 派 生 商 品 �

そ の 他 の 資 産 �

動 産 不 動 産  �

事 業 用 動 産 �

事 業 用 不 動 産 �

所有動産不動産�

保 証 金 そ の 他 �

繰 延 税 金 資 産  �

債 務 保 証 見 返  �

貸 倒 引 当 金  �

 (うち個別貸倒引当金)�

 �

 �

 �

 �

 �

 �

 合　　　計 �

平成１５年３月末�

 ２，０７３�

 ２１，００８�

 ─�

 ─�

 ─�

 ─�

 ２０，０１３�

 ９，８７８�

 １，８６３�

 ６，０５１�

 ３９�

 ２，１８０�

 ７５，１６０�

 ２，１１７�

 １３，９４９�

 ５６，８９５�

 ２，１９７�

 ─�

 ５４９�

 ４２�

 ２３８�

 ─�

 １１７�

 ─�

 １５０�

 １，７９９�

 ８２�

 １，６７４�

 ─�

 ４２�

 １，１３６�

 ５９７�

 △１，５９４�

 △１，１８９�

�

�

�

�

�

�

 １２０，７４４�

 平成１６年３月末�

 ２，２０２�

 ２１，５５３�

 ─�

 １１５�

 ─�

 ─�

 １７，５１３�

 ９，１０９�

 １，５３２�

 ３，７２５�

 ２２�

 ３，１２２�

 ７４，６７６�

 ２，１３５�

 １２，６４６�

 ５７，６６４�

 ２，２２９�

 ─�

 ５１６�

 ３９�

 ２３８�

 ─�

 １３４�

 ─�

 １０４�

 １，９６８�

 ７５�

 １，８６１�

 ─�

 ３１�

 １，０５１�

 ５３７�

 △１，８５３�

 △１，４６１�

 �

 �

 �

 �

 �

 �

 １１８，２８１�

負債及び会員勘定�

預 金 積 金   �

当 座 預 金  �

普 通 預 金  �

貯 蓄 預 金  �

通 知 預 金  �

定 期 預 金  �

定 期 積 金  �

そ の 他 の 預 金  �

譲 渡 性 預 金   �

借 用 金   �

借 入 金  �

コマーシャル・ペーパー  �

外 国 為 替   �

そ の 他 負 債   �

未 決 済 為 替 借  �

未 払 費 用  �

給付補てん備金 �

未 払 法 人 税 等  �

前 受 収 益  �

払 戻 未 済 金  �

職 員 預 り 金  �

金 融 派 生 商 品  �

そ の 他 の 負 債  �

賞 与 引 当 金   �

退 職 給 付 引 当 金   �

役員退職慰労引当金  �

特別法上の引当金  �

繰 延 税 金 負 債   �

債 務 保 証   �

負 債 計   �

会 員 勘 定   �

出 資 金  �

普 通 出 資 金 �

優 先 出 資 金 �

利 益 剰 余 金  �

利 益 準 備 金 �

特 別 積 立 金 �

当期未処分剰余金�

当期純利益�

株式等評価差額金 �

合 　 　 　 計   

平成１５年３月末�

 １１４，０８８�

 ３，０７８�

 ４２，６８４�

 ２，３８０�

 ４３９�

 ５６，０７０�

 ６，５７８�

 ２，８５７�

 ─�

 １６２�

 １６２�

 ─�

 ─�

 ４５１�

 ２１�

 ６２�

 ２４�

 ５�

 １１５�

 ─�

 ９２�

 ─�

 １２９�

 ４４�

 ５５２�

 ４１�

 ─�

 １４７�

 ５９７�

 １１６，０８５�

 ４，６５８�

 １，１５０�

 １，１５０�

 ─�

 ３，１９７�

 ５６１�

 ３，７９４�

 △１，１５８�

 △１，１７９�

 ３１０�

 １２０，７４４�

平成１６年３月末�

 １１２，２０３�

 ２，７４２�

 ４２，３７９�

 ２，４３７�

 １８４�

 ５６，４３５�

 ６，４０８�

 １，６１４�

 ─�

 ９７�

 ９７�

 ─�

 ─�

 ３１６�

 １９�

 ４３�

 １２�

 ５�

 １１２�

 １０�

 ８１�

 ─�

 ３１�

 ４４�

 ５９０�

 ２８�

 ─�

 ─�

 ５３７�

 １１３，８１８�

 ４，４６２�

 １，１５８�

 １，１５８�

 ─�

 ３，２７３�

 ５６１�

 ２，５９０�

 １２１�

 ８８�

 ３０�

 １１８，２８１�

（単位：百万円）�



損益計算書�

科　　　　　目�
経 常 収 益    �

資 金 運 用 収 益   �
貸 出 金 利 息  �
預 け 金 利 息  �
金 融 機 関 貸 付 等 利 息  �
有 価 証 券 利 息 配 当 金  �
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息  �
そ の 他 の 受 入 利 息  �

役 務 取 引 等 収 益   �
受 入 為 替 手 数 料  �
そ の 他 の 役 務 収 益  �

そ の 他 業 務 収 益   �
外 国 通 貨 売 買 益  �
国 債 等 債 券 売 却 益  �
国 債 等 債 券 償 還 益  �
そ の 他 の 業 務 収 益  �

そ の 他 経 常 収 益   �
株 式 等 売 却 益  �
金 銭 の 信 託 運 用 益  �
そ の 他 の 経 常 収 益  �

経 常 費 用    �
資 金 調 達 費 用   �

預 金 利 息  �
給 付 補 て ん 備 金 繰 入 額  �
借 用 金 利 息  �
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息  �
そ の 他 の 支 払 利 息  �

役 務 取 引 等 費 用   �
支 払 為 替 手 数 料  �
そ の 他 の 役 務 費 用  �

そ の 他 業 務 費 用   �
外 国 通 貨 売 買 損  �
国 債 等 債 券 売 却 損  �
国 債 等 債 券 償 還 損  �
そ の 他 の 業 務 費 用  �

経 費   �
人 件 費  �
物 件 費  �
税 金  �

そ の 他 経 常 費 用   �
貸 倒 引 当 金 繰 入 額  �
貸 出 金 償 却  �
株 式 等 売 却 損  �
株 式 等 償 却  �
金 銭 の 信 託 運 用 損  �
そ の 他 資 産 償 却  �
そ の 他 の 経 常 費 用  �

経 常 利 益    �
特 別 利 益    �

動 産 不 動 産 処 分 益   �
償 却 債 権 取 立 益   �
そ の 他 の 特 別 利 益   �

特 別 損 失    �
動 産 不 動 産 処 分 損   �
そ の 他 の 特 別 損 失   �

税 引 前 当 期 純 利 益    �
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税    �
法 人 税 等 調 整 額    �
過 年 度 納 税 還 付 金    �
当 期 純 利 益    �
前 期 繰 越 金    �
当 期 未 処 分 剰 余 金    

平成１４年度�
 ３，０３３，１７４�
 ２，３９８，４９２�
 ２，０８８，９７５�
 １６，７２１�
 ─�
 ２８３，０９９�
 ─�
 ９，６９５�
 ３０９，５０２�
 １７３，５６９�
 １３５，９３２�
 ２５８，６９２�
 ─�
 ２３０，１２６�
 ─�
 ２８，５６６�
 ６６，４８７�
 ６９１�
 ─�
 ６５，７９５�
 ４，７０４，９８５�
 ９９，３２５�
 ７３，５９５�
 １０，４３６�
 ８３３�
 １１，６３０�
 ２，８３０�
 １５２，６０６�
 ３３，４０５�
 １１９，２００�
 １，７０６，２２２�
 ３１９�
 ６１５�
 １，７０４，２９５�
 ９９１�
 ２，２８５，４０４�
 １，４４２，０７５�
 ８０２，００８�
 ４１，３２０�
 ４６１，４２６�
 ３０１，７５６�
 ９１６�
 ８７，５１５�
 ─�
 ６９３�
 ６６，０００�
 ４，５４４�
 △１，６７１，８１０�
 ７，５６２�
 ３２０�
 １，２４８�
 ５，９９４�
 ８，３０９�
 ６，８０４�
 １，５０５�
 △１，６７２，５５７�
 １３，６８８�
 △５０６，７９６�
 ─�
 △１，１７９，４４９�
 ２１，２８０�
 △１，１５８，１６９�

平成１５年度�
 ２，８９８，７３４�
 ２，３８０，７０１�
 ２，０９５，９０９�
 １７，２４１�
 ─�
 ２５５，１０７�
 ─�
 １２，４４３�
 ３０８，５０６�
 １７１，４２８�
 １３７，０７８�
 １８６，１８９�
 ─�
 １７０，８４７�
 ─�
 １５，３４２�
 ２３，３３６�
 ６，３８８�
 ─�
 １６，９４８�
 ２，７２７，２３７�
 ７２，９７１�
 ５５，００５�
 ７，２１４�
 ４７６�
 ９，４９２�
 ７８３�
 １８０，７６０�
 ３２，８０７�
 １４７，９５３�
 ８６，６７７�
 ４６４�
 ８５，６０１�
 ─�
 ６１２�
 ２，０６１，８６８�
 １，２４８，４４７�
 ７７０，１４２�
 ４３，２７８�
 ３２４，９５８�
 ２９３，４４１�
 ３９２�
 ５，４４１�
 ─�
 ─�
 ９，９８９�
 １５，６９２�
 １７１，４９７�
 ３，８５０�
 １�
 ２，４４６�
 １，４０２�
 １２，６４７�
 １２，０９５�
 ５５２�
 １６２，７００�
 １０，５７８�
 ６３，３９８�
 ─�
 ８８，７２３�
 ３２，７６８�
 １２１，４９２�

（単位：千円）�



経理・経営内容�

剰余金処分計算書�

区　　　　　　分    �

当 期 未 処 分 剰 余 金 �

積 立 金 取 崩 額 �

特 別 積 立 金 �

（ う ち 圧 縮 積 立 金 ）�

剰 余 金 処 分 額 �

利 益 準 備 金 �

普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金 �

役 員 賞 与 金 �

特 別 積 立 金 �

（ う ち 圧 縮 積 立 金 ）�

次 期 繰 越 金 �

平成１４年度 �

  △１，１５８，１６９  

  １，２０３，７５３ �

  １，２０３，７５３ �

 （ ３，７５３ ）�

  １２，８１６ �

  ─�

  １２，８１６ �

  ─�

  ─�

 （ ─ ）�

  ３２，７６８�

平成１５年度 �

  １２１，４９２�

  ３，５４８�

  ３，５４８�

 （ ３，５４８ ）�

  ９５，９１５�

  １３，０００�

  ２２，９１５�

  ─�

  ６０，０００�

 （ ─ ）�

  ２９，１２５�

（単位：千円）�

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。�

（貸借対照表の注記）�

1.0　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。�

2.0　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均

法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連

法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証

券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく

時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、株式、

証券投資信託については、決算日前1カ月平均の市場価格等に

基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価

のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法

により行っております。なお、その他有価証券の評価差額について

は、全部資本直入法により処理しております。 �

3.0　動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以

後に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を

採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。�

 建　物 ３４年～ ３９年�

 動　産 ４年～ ８年�

4.0　外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算

額を付しております。�

5.0　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとお

り計上しております。�

　　 「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証

並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日

本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号）に規定す

る正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一

定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績

から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸

念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破

綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き

当てております。�

　　 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署

の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査

定結果により上記の引当を行っております。      �

6.0　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対

する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しておりま

す。�

7.0　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計

上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下

のとおりであります。�

数理計算上の差異　各発生年度の職員の平均残存勤務期間�

内の一定の年数による定額法により按�

分した額を（それぞれ発生の翌期から）費�

用処理�

8.0　役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しております。なお、この引当金

は信用金庫法施行規則第5条の2の5に規定する引当金であります。�

9.0　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっており

ます。 �

10.　理事及び監事に対する金銭債権総額 1,097百万円�

11.　理事及び監事に対する金銭債務総額 な　し�

12.　子会社の株式及び出資の総額 10百万円�

13.　子会社に対する金銭債権総額 な　し�

14.　子会社に対する金銭債務総額 11百万円�

15.　動産不動産の減価償却累計額 1,586百万円�

16.　動産不動産の圧縮記帳額 150百万円�

17.　貸借対照表に計上した動産不動産のほか、自動預金支払機（ATM：

15台）、金庫使用車輌（39台）、硬貨包装機（7台）、営業店ネット

ワークシステム機器、電話機および電話設備については、リース契

約により使用しております。�

18.　貸出金のうち、破綻先債権額は1,003百万円、延滞債権額は

1,738百万円であります。�

　　 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間

継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は

弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸

倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第1項第

3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由

が生じている貸出金であります。�

　　 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先

債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息

の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。�

19.　貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は該当ありません。     �

　　 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支

払日の翌日から3カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び



延滞債権に該当しないものであります。�

20.　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は4,651百万円であります。�

　　 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金

で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないも

のであります。�

21.　破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出

条件緩和債権額の合計額は7,392百万円であります。 �

　　 なお、18.から21.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額

であります。   �

22.　ローン・パーティシペーションで、平成7年6月1日付日本公認会

計士協会会計制度委員会報告第3号に基づいて、参加者に売却

したものとして会計処理した貸出金の元本の期末残高の総額は、

33百万円であります。�

23.　手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引

として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商

業手形及び荷付為替手形は、売却又は（再）担保という方法で自

由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、2,135

百万円であります。�

24.　担保に供している資産は次のとおりであります。      �

　 担保に供している資産�

 有価証券 649百万円�

 預け金 4,700百万円�

　担保資産に対応する債務 な　し �

25.　出資1口当たりの純資産額 1,926円39銭�

26.　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりで

あります。�

　満期保有目的の債券で時価のあるもの�

�

�

�

�

�

�

　その他有価証券で時価のあるもの�
�

�

�

�

�

�

�

�

　　 なお、上記の評価差額から、繰延税金負債13百万円を差し引い

た金額30百万円が、「株式等評価差額金」に含まれております。�

27.　当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。�

 売却額 売却益 売却損�

 11,529百万円 177百万円 91百万円�

28.　時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計

上額は、次のとおりであります。�

 内　容 貸借対照表計上額�

　子会社・子法人等株式及び関連法人等株式�

 子会社・子法人等株式 10百万円�

　その他有価証券�

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 12百万円�

29.　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債

券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。�

�

�

�

�

�

�

�

30.　当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額ま

で資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係

る融資未実行残高は8,494百万円であります。このうち契約残存

期間が1年以内のものは1,508百万円であります。�

�

（損益計算書の注記）�

1.0 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。�

2.0子会社との取引による収益総額 600千円�

子会社との取引による費用総額 46,269千円�

3.0出資1口当たりの当期純利益金額 38円 30銭�

4.0信用金庫法施行規則別紙様式が「信用金庫法施行規則の一部

を改正する内閣府令」（平成16年4月12日付内閣府令第42号）に

より改正されたことに伴い、当期から次のとおり表示方法を変更し

ております。�

　  前期において区分記載していた「税引前当期利益」及び「当期

利益」は、当期からは「税引前当期純利益」及び「当期純利益」と

して表示しております。�

  貸借対照表 時　価 差　額 うち益 うち損�
  計　上　額�

 国　債 500 百万円 0530 百万円 30 百万円 30 百万円 ― 百万円�
 地方債 249  254  4  4  ―�
 短期社債 ―  ―  ―  ―  ―�
 社　債 100  93  △6  ―  6�
 その他 2,803  2,360  △442  ―  442�

   合計 3,653  3,239  △414  34  449

  取得原価 貸借対照表 評価差額 うち益 うち損�
   （償却原価） 計　上　額�
株式 ― 百万円 ― 百万円 ― 百万円 ― 百万円 ― 百万円�
債券 13,471  13,517  46  145  99 �
 国債 8,587  8,609  21  96  75 �
 地方債 1,250  1,282  31  31  ―�
 短期社債 ―  ―  ―  ―  ―�
 社債 3,632  3,625  △7  17  24�
その他 320  319  △1  2  4�

合計 13,792  13,836  44  148  103

  1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超�
債　券 444 百万円 4,883 百万円 4,805 百万円 4,233 百万円�
 国債 4  2,060  3,105  3,938 �
 地方債 339  227  965  ―�
 短期社債 ―  ―  ―  ―�
 社債 99  2,596  734  294�
その他 ―  201  ―  2,803�

  合　計 444  5,085  4,805  7,036



経理・経営内容�

名　称�

はこしん�

ビジネスサービス（株）�

函館信用金庫の�

委託に基づく業務�

所在地�

函館市大手町２番７号�

事業の内容� 設立年月日�

平成元年５月１日�

資本金�

１０百万円�

当金庫の�
議決権比率�

１００％�

子会社等の�
議決権比率�

─ ％�

　当金庫グループは、平成1６年3月末現在、当金庫、子会社1社で構成され、信用金庫業務を中心に事務処理代行業務などの金融
サービスを提供しております。�

　当金庫では、子会社は当信用金庫グループの財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏し
いと認められるため、連結財務諸表は作成しておりません。�
　なお、資産基準、経常収益基準、利益基準及び剰余金基準による割合は下記のとおりであります。�

記�

　下記算式において、当金庫と子会社間の債権債務及び相互の取引による収益・費用は相殺消去しております。�

資 産 基 準 �

当金庫グループの主要な事業の内容�

函館信用金庫�

＝� ＝� ０.０１％�×１００　＝�
子会社の総資産額の合計額�
当金庫の総資産額�

国内� 本店ほか支店14

連結子会社�
はこしんビジネスサービス株式会社（当金庫の委託に基づく業務）�

１１百万円�
１１８,２７１百万円�

経常収益基準�＝� ＝� １.６１％�×１００　＝�
子会社の経常収益の合計額�
当金庫の経常収益�

４６百万円�
２,８７４百万円�

利 益 基 準 �＝� ＝� ０.０６％�×１００　＝�
子会社の当期利益の額のうち持分の合計額�

当金庫の当期利益�
０百万円�
８８百万円�

剰 余 金 基 準 �＝� ＝� ０.０４％�

以上�

×１００　＝�
子会社の剰余金のうち持分の合計額�

当金庫の剰余金�

１百万円�

３,２７４百万円�

子会社の状況�



平成１５年度�

  ２,８９８,７３４�

１７１,４９７�

８８,７２３�

４,４６２�

１１８,２８１�

１１２,２０３�

７４,６７６�

１７,５１３�

７.９１�

１,１５８�

２,３１６�

１０�

(年２％）�

１６１�

平成１４年度�

  ３,０３３,１７４�

△ １,６７１,８１０�

△ １,１７９,４４９�

４,６５８�

１２０,７４４�

１１４,０８８�

７５,１６０�

２０,０１３�

７.３９�

１,１５０�

２,３０１�

１０�

(年２％）�

１６３�

平成１３年度�

 ３,０９８,４２２�

△ ２０,５０８�

２０５,６８３�

４,４３０�

１２２,５８８�

１１５,６５９�

７４,３７５�

１９,５４６�

６.９４�

５９６�

１,１９２�

２０�

(年４％）�

１７２�

平成１２年度�

  ２,９２４,５８０�

△ １３２,０８０�

△ ３０２,７０２�

４,８０１�

１２６,０８０�

１１８,２００�

７４,４２１�

２２,７６８�

７.２９�

５８０�

１,１６１�

２０�

(年４％）�

１７７�

平成１１年度�

３,９０２,７０９�

５６７,４３５�

２９９,８６６�

５,０８０�

１２２,４８０�

１１５,０７５�

７２,８９９�

１８,６７３�

８.１２�

５３０�

１,０６１�

２０�

（年４％）�

１７８�

主要な経営指標等の推移�

区　　分  �

経 常 収 益  �

経 常 利 益  �

当 期 純 利 益  �

純 資 産 額  �

総 資 産 額  �

預 金 積 金 残 高  �

貸 出 金 残 高  �

有 価 証 券 残 高  �

単 体 自 己 資 本 比 率  �

出 資 総 額（ 百 万 円 ） �

出資総口数(単位千口） �

出資に対する配当金  �

(出資１口当たり)(単位円） 

職　　員　　数　（人）�

（単位：利益･千円、資産額、残高・百万円、%）�

（注）「単体自己資本比率」は、信用金庫法89条第1項において準用する銀行法14条の2の規程に基づき、信用金庫がその保有する資産等に�
　　 照らし自己資本の充実の状況が適当かどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算出しております。なお、�
　　 当金庫は国内基準を採用しております。�

（注）1.「資金調達費用」は、金銭の信託運用見合費用(平成14年度443千円、平成15年度 該当なし）�
�
　　 2.業務粗利益率＝�

経営諸比率等�

区　　分    �

資 金 運 用 利 回 �

資 金 調 達 原 価 率 �

総 資 金 利 鞘 �

総 資 産 経 常 利 益 率 �

総 資 産 当 期 純 利 益 率 �

役 職 員 1 人 当 た り 預 金 残 高 �

役 職 員 1 人 当 た り 貸 出 金 残 高 �

1 店 舗 当 た り 預 金 残 高 �

1 店 舗 当 た り 貸 出 金 残 高 �

平成１３年度�

  １．９６�

２．０３�

△ ０．０７�

△ ０．０１�

０．１６�

６４９�

４１７�

７，７１０�

４，９５８�

平成１４年度�

  １．９９�

１．９３�

０．０６�

△ １．３４�

△ ０．９５�

６７１�

４４２�

７，６０５�

５，０１０�

平成１５年度�

 ２．００�

１．８３�

０．１７�

０．１３�

０．０７�

６７５�

４４９�

７，４８０�

４，９７８�

（単位：百万円、%）�

業務純益・粗利益�

項　　目    �

業 務 純 益 �

業 務 粗 利 益 �

資 金 運 用 収 支 �

資 金 運 用 収 益 �

資 金 調 達 費 用 �

役 務 取 引 等 収 支 �

役 務 取 引 等 収 益 �

役 務 取 引 等 費 用 �

そ の 他 業 務 収 支 �

そ の 他 業 務 収 益 �

そ の 他 業 務 費 用 �

業 務 粗 利 益 率 �

平成１３年度�

  ５０５，８４１�

２，６２４，３１２�

２，２０１，１４６�

２，３７９，２０８�

１７８，０６１�

１７６，９７４�

３０７，３２４�

１３０，３５０�

２４６，１９１�

２４６，７６４�

５７２�

２．１７�

平成１４年度�

△ １，２９０，９０４�

１，００８，９７６�

２，２９９，６０９�

２，３９８，４９２�

９８，８８２�

１５６，８９６�

３０９，５０２�

１５２，６０６�

△ １，４４７，５２９�

２５８，６９２�

１，７０６，２２２�

０．８３�

平成１５年度�

  ４８７，４８１�

２，５３４，９８７�

２，３０７，７２９�

２，３８０，７０１�

７２，９７１�

１２７，７４６�

３０８，５０６�

１８０，７６０�

９９，５１１�

１８６，１８９�

８６，６７７�

２．１４�

（単位：千円、%）�

（注） 総資産経常利益率＝� ×100
総資産（除く債務保証見返）平均残高�

経常利益�

×100
資金運用勘定平均残高�

業務粗利益�



資金利鞘�

資金運用収支の内訳�

経理・経営内容�

自己資本の充実状況�

区　　　　　　分    �

資 金 運 用 利 回 �

資 金 調 達 原 価 率 �

総 資 金 利 鞘 �

平成１３年度�

  １.９６�

２.０３�

△ ０.０７�

平成１４年度�

  １.９９�

１.９３�

０.０６�

平成１５年度�

  ２.００�

１.８３�

０.１７�

（単位：%）�

項　　目  �

出 資 金 �

優 先 出 資 払 込 金 �

資 本 準 備 金 �

利 益 準 備 金 �

特 別 積 立 金 �

次 期 繰 越 金 �

その他有価証券の評価差損（△）�

営 業 権 相 当 額 �

基本的項目計（Ａ）�

�

�

一 般 貸 倒 引 当 金 �

負債性資本調達手段等�

補完的項目不算入額（△）�

補完的項目計（Ｂ）�

自己資本総額［（Ａ）+（Ｂ）］（Ｃ）�

控除項目不算入額�

控 除 項 目 計（Ｄ）�

自己資本額［（Ｃ）－（Ｄ）］（Ｅ）�

資産(オン・バランス項目）  �

オフ・バランス取引項目�

リスク・アセット等計（Ｆ）�

自己資本比率（Ｅ／Ｆ）�

（単位：百万円）�

平成１５年度�

１，１５８�

─�

─�

５７４�

２，６４７�

２９�

─�

─�

４，４０８�

─�
�

３９１�

─�

１３�

３７８�

４，７８６�

─�

─�

４，７８６�

６０，００８�

５０１�

６０，５１０�

７．９１％�

平成１４年度�

１，１５０�

─�

─�

５６１�

２，５９０�

３２�

─�

─�

４，３３５�

─�
�

４０５�

─�

５�

４００�

４，７３５�

─�

─�

４，７３５�

６３，４０７�

５９５�

６４，００２�

７．３９％�

平成１３年度�

５９６�

─�

─�

５６１�

３，７９４�

２１�

５６７�

─�

４，４０５�

─�
�

２８３�

─�

─�

２８３�

４，６８８�

─�

─�

４，６８８�

６６，５３０�

９８５�

６７，５１６�

６．９４％�

資 金 運 用 勘 定 �

う ち 貸 出 金 �

うち有利息預け金�

うち金融機関貸付等�

うち商品有価証券�

う ち 有 価 証 券 �

資 金 調 達 勘 定 �

う ち 預 金 積 金 �

うち譲渡性預金�

う ち 借 用 金 �

うちコマーシャルペーパー�

（単位：平均残高・百万円、利息・千円、利回・％）�

平成１５年度�

２．００�

２．７９�

０．０８�

　─�

　─�

１．２３�

０．０６�

０．０５�

　─�

０．４１�

　─�

平成１４年度�

１．９９�

２．８２�

０．０６�

　─�

　─�

１．２８�

０．０８�

０．０７�

　─�

０．４４�

　─�

平成１５年度�

２，３８０，７０１�

２，０９５，９０９�

１７，２４１�

　─�

　─�

２５５，１０７�

７２，９７１�

６２，２１９�

　─�

４７６�

　─�

平成１４年度�

２，３９８，４９２�

２，０８８，９７５�

１６，７２１�

　─�

　─�

２８３，０９９�

９８，８８２�

８４，０３１�

　─�

８３３�

　─�

平成１５年度�

１１９，０１８�

７４，８５４�

２１，０９１�

　─�

　─�

２０，６７０�

１１６，３１８�

１１６，１１４�

　─�

１１６�

　─�

平成１４年度�

１２０，２２３�

７３，８３３�

２４，１３６�

　─�

　─�

２１，９６５�

１１７，６４２�

１１７，８９６�

　─�

１８６�

　─�

項　　目  �

出 資 金 �

利 益 剰 余 金 �

その他有価証券の評価差損�

基本的項目計（Ａ）�

一 般 貸 倒 引 当 金 �

補完的項目不算入額（△）�

補完的項目計（Ｂ）�

自己資本総額［（Ａ）+（Ｂ）］（Ｃ） �

控除項目不算入額�

控 除 項 目 計（Ｄ）�

自己資本額［（Ｃ）－（Ｄ）］（Ｅ） �

資産(オン・バランス項目）�

オフ・バランス取引項目�

リスク・アセット等計（Ｆ）�

自己資本比率（Ｅ／Ｆ）�

（単位：百万円）�

平成１５年度�

１，１５８�

３，２５１�

─�

４，４０９�

３９１�

１３�

３７８�

４，７８７�

─�

─�

４，７８７�

５９，９９８�

５０１�

６０，５００�

７．９１％�

平成１４年度�
１，１５０�

３，１８５�

─�

４，３３６�

４０５�

５�

３９９�

４，７３６�

─�

─�

４，７３６�

６３，３９７�

５９５�

６３，９９２�

７．４０％�

平成１３年度�

５９６�

４，３７７�

５６７�

４，４０６�

２８３�

─�

２８３�

４，６９０�

─�

─�

４，６９０�

６６，５２０�

９８５�

６７，５０６�

６．９４％�

平均残高� 利　　息� 利　　回�

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成14年度135百万円、平成15年度139百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高（平成14�
　　 年度554百万円、平成15年度 該当なし）及び利息（平成14年度443千円、平成15年度 該当なし）を、それぞれ控除して表示しております。�

土地の再評価と再評価の直前の
帳簿価格の差額の４５％相当額�

単体自己資本比率� 連結自己資本比率�



経費の内訳�

費 用   �

人 件 費 �

報 酬 給 料 手 当 �

退 職 給 付 費 用 �

そ の 他 �

物 件 費 �

事 務 費 �

動 産 不 動 産 費 �

事 業 費 �

人 事 厚 生 費 �

物 産 不 動 産 償 却 �

そ の 他 �

税 金 �

合 計 �

商品有価証券の種類別の平均残高�

（単位：千円）�

（注）預金には定期積金及び譲渡性預金を含んでおります。�

�

１，４４２，０７５�

１，１０２，１５４�

２０３，０１４�

１３６，９０６�

８０２，００８�

４３７，１５６�

１２３，５９１�

５２，２０７�

２０，３４４�

６９，６３４�

９９，０７３�

４１，３２０�

２，２８５，４０４�

�

１，２４８，４４７�

９６８，７８２�

１４８，２５８�

１３１，４０６�

７７０，１４２�

４２１，９８１�

１２８，７９８�

４２，５２７�

１６，２６８�

６１，８３６�

９８，７３０�

４３，２７８�

２，０６１，８６８�

有価証券の種類別の平均残高�

　 �

国 債 �

地 方 債 �

社 債 �

株 式 �

外 国 証 券 �

そ の 他 の 証 券 �

貸 付 有 価 証 券 �

合 計 �

（単位：百万円）�

�

９，３４５�

１，７５４�

４，６５９�

２４３�

２，０６６�

３，８９６�

─�

２１，９６５�

�

９,５５９�

１,５５４�

６,５６８�

２６�

２,８４０�

１２１�

─�

２０,６７０�

預証率の期末値及び期中平均値�
（単位：百万円）�

�

２０，０１３�

１１４，０８８�

１７.５％�

１８.６％�

�

１７,５１３�

１１２,２０３�

１５.６％�

１７.８％�

有価証券�

預 金 �

預 証 率 �

（期末残高）�

（期末残高）�

( A ) ／（ B ）�

期 中 平 均 �

（A）�

（B）�

平成１４年度� 平成１５年度�

平成１４年度�

平成１４年度�

平成１５年度�

平成１５年度�

商品有価証券の残高はありません。�



該当する実績はありません。�

経理・経営内容�

有価証券の時価情報�

売買目的有価証券の情報～該当ありません。�

金銭の信託の時価情報�

国 債 �

地 方 債 �

社 債 �

そ の 他 �

合 計 �

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

平成１４年度�

貸借�
対照表�
計上額�

貸借�
対照表�
計上額�

貸借�
対照表�
計上額�

時 価�
差　額�

うち損�

５００�

２５３�

─�

２,０００�

２,７５４�

５９５�

２６４�

─�

１,９９５�

２,８５５�

９４�

１１�

─�

△ ４�

１０１�

９４�

１１�

─�

３�

１０９�

─�

─�

─�

８�

８�

うち益�

国 債 �

地 方 債 �

社 債 �

そ の 他 �

合 計 �

平成１５年度�

貸借�
対照表�
計上額�

時 価�
差　額�

うち損�

５００�

２４９�

１００�

２,８０３�

３,６５３�

５３０�

２５４�

９３�

２,３６０�

３,２３９�

３０�

４�

△ ６�

△ ４４２�

△ ４１４�

３０�

４�

─�

─�

３４�

─�

─�

６�

４４２�

４４９�

うち益�

（注）1.時価は期末日における市場価格等に基づいております。�
　　 2.上記の「その他」は外国証券です。�

満期保有目的の債券で時価のあるもの�

株 式 �

債 券 �

�

�

�

そ の 他 �

合 計 �

国 債 �

地 方 債 �

社 債 �

国 債 �

地 方 債 �

社 債 �

平成１４年度�

取得原価�
（償却原価）�

評価差額�

うち損�

２０�

１６,５７０�

９,１４２�

１,５１９�

５,９０７�

１９６�

１６,７８６�

１７�

１７,０３８�

９,３７７�

１,６０９�

６,０５１�

１８０�

１７,２３６�

△ ３�

４６８�

２３５�

９０�

１４３�

△ １５�

４５０�

─�

５４４�

３０５�

９０�

１４９�

０�

５４５�

３�

７６�

７０�

─�

６�

１６�

９５�

うち益�

その他有価証券で時価のあるもの�

内　　容�

その他有価証券�

非上場株式�

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式�

子会社・子法人等株式�

貸借対照表計上額� 貸借対照表計上額�

平成１４年度�

規則第15条の2の2第1項第5号に掲げる取引�
該当する実績はありません。�

１２�

１０�

１２�

１０�

内　　容�

その他有価証券�

非上場株式�

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式�

子会社・子法人等株式�

平成１５年度�

時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額�

株 式 �

債 券 �

�

�

�

そ の 他 �

合 計 �

平成１５年度�

取得原価�
（償却原価）�

評価差額�

うち損�

─�

１３,４７１�

８,５８７�

１,２５０�

３,６３２�

３２０�

１３,７９２�

─�

１３,５１７�

８,６０９�

１,２８２�

３,６２５�

３１９�

１３,８３６�

─�

４６�

２１�

３１�

△ ７�

△ １�

４４�

─�

１４５�

９６�

３１�

１７�

２�

１４８�

─�

９９�

７５�

─�

２４�

４�

１０３�

うち益�

（注）1.貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。ただし、株式、証券投資信託については、期末日前1カ月平均の市場価格に基づいております。�
　　 2.上記の「その他」は証券投資信託、外国証券、優先出資証券です。�



採用している退職給付制度の概要�

適格退職年金制度を採用しております。この制度は税務上の優遇措置を受けながら退職金を社内積立する制度です。�

退職給付債務に関する事項�

区　　分�
�

退職給付債務�

年金資産�

前払年金費用�

未認識過去勤務債務�

未認識数理計算上の差異�

その他（会計基準変更時差異の未処理額）�

退職給付引当金（Ａ）-（Ｂ）-（Ｃ）-（Ｄ）-（Ｅ）-（Ｆ）�

（単位：千円）�

平成１４年度�

１，７８９，８３７�

６５６，７３４�

─�

─�

５８０，７９６�

─�

５５２，３０７�

平成１５年度�

１，６２５，２１３�

５９０，１９２�

─�

─�

５９０，８９５�

─�

５９０，８９５�

平成１４年度�

７９，９２０�

５４，６１２�

２６，２７６�

─�

２７，０２６�

─�

─�

１３５，２８３�

平成１５年度�

７７，８５８�

４４，７４５�

１６，４１８�

─�

４１，６４３�

─�

─�

１４７，８２９�

金　　額�

（A）�

（B）�

（C）�

（D）�

（E）�

（F）�

退職給付債務の計算の基礎に関する事項�

区　　分�
�

（1）割引率�

（2）期待運用収益率�

（3）退職給付見込額の期間配分方法�

（4）過去勤務債務の額の処理年数�

（5）数理計算上の差異の処理年数�

（6）会計基準変更時差異の処理年数�

平成１４年度�

２．５０％�

２．５０％�

期間比例方式�

─ 年�

１２年�

─ 年�

平成１５年度�

２．５０％�

２．５０％�

期間比例方式�

─ 年�

１２年�

─ 年�

適　　用�

退職給付費用に関する事項�

区　　分�
�

勤務費用�

利息費用�

期待運用収益（△）�

過去勤務債務の費用処理額�

数理計算上の差異の費用処理額�

会計基準変更時差異の費用処理額�

その他（臨時に支払った割増退職金）�

退職給付費用（A）+（B）+（C）+（D）+（E）+（F）+（G）�

（単位：千円）�

金　　額�

（A）�

（B）�

（C）�

（D）�

（E）�

（F）�

（G）�



資金調達・資金運用�

預金科目別残高�

当 座 預 金 �

普 通 預 金 �

貯 蓄 預 金 �

通 知 預 金 �

定 期 預 金 �

定 期 積 金 �

そ の 他 の 預 金 �

合 計 �

平成１４年度�

金 額 �

３，０７８�

４２，６８４�

２，３８０�

４３９�

５６，０７０�

６，５７８�

２，８５８�

１１４，０８９�

構 成 比 �

２．７�

３７．４�

２．１�

０．４�

４９．１�

５．８�

２．５�

１００．０�

平成１５年度�

金 額 �

２，７４２�

４２，３７９�

２，４３７�

１８４�

５６，４３５�

６，４０８�

１，６１４�

１１２，２０３�

構 成 比 �

２．４�

３７．８�

２．２�

０．２�

５０．３�

５．７�

１．４�

１００．０�

平成１５年度�

５１，５５８�

４８，４７１�

６３，９０７�

５７，４０８�

７�

６，４７９�

─�

６４８�

１１６，１１４�

平成１４年度�

５１，５１９�

４８，３６８�

６５，６９０�

５８，９６８�

７�

６，６９６�

─�

６８７�

１１７，８９６�

（注）1.流動性預金=当座預金+普通預金+貯蓄預金+通知預金�
　　 2.定期性預金=定期預金+定期積金�
　　 　固定自由金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する自由�
　　 　金利定期預金�
　　 　変動自由金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が�
　　 　変動する自由金利定期預金�
　　 3.その他預金=納税準備預金+別段預金�

（注）残高期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別�
　　をしておりません。�

（単位：百万円、％）�

預金者別預金残高�

個 人 預 金 �

一 般 法 人 �

金 融 機 関 �

公 金 �

合 計 �

平成１４年度�

金 額 �

８２，３９９�

１８，９６４�

２，２７４�

１０，４５１�

１１４，０８９�

構 成 比 �

７２．２�

１６．６�

２．０�

９．２�

１００．０�

平成１５年度�

金 額 �

８４，４１８�

１７，６００�

５７３�

９，６１１�

１１２，２０３�

構 成 比 �

７５．２�

１５．７�

０．５�

８．６�

１００．０�

（単位：百万円、％）�

定期預金残高�

住宅ローン・消費者ローン残高�
（単位：百万円）�

貸出金平均残高�
（単位：百万円）�

貸出金残高�
（単位：百万円）�

定 期 預 金 �

固定自由金利定期預金�

変動自由金利定期預金�

そ の 他 �

平成１５年度�

５６,４３５�

５６,４１７�

７�

１１�

平成１４年度�

５６,０７０�

５６,０４５�

７�

１７�

住 宅 ロ ー ン �

消 費 者 ロ ー ン �

合 計 �

平成１５年度�

１２,８７６�

２,１２３�

１４,９９９�

平成１４年度�

１３,１５５�

１,９７７�

１５,１３２�

割 引 手 形 �

手 形 貸 付 �

証 書 貸 付 �

当 座 貸 越 �

合 計 �

平成１５年度�

金　額�

２,１７５�

１２,５４９�

５７,９７６�

２,１５５�

７４,８５５�

平成１４年度�

金　額�

２,３１８�

１４,２６９�

５５,１７１�

２,０７３�

７３,８３３�

割 引 手 形 �

手 形 貸 付 �

証 書 貸 付 �

変 動 金 利 �

固 定 金 利 �

当 座 貸 越 �

合 計 �

平成１５年度�

金　額�

２,１３６�

１２,６４６�

５７,６６５�

４５,２１３�

１２,４５２�

２,２２９�

７４,６７６�

平成１４年度�

金　額�

２,１１７�

１３,９４９�

５６,８９５�

４３,０４４�

１３,８５０�

２,１９７�

７５,１６０�

（単位：百万円）�
預金・譲渡性預金の平均残高�

流 動 性 預 金 �

うち 有 利 息 預 金 �

定 期 性 預 金 �

うち固定自由金利定期預金�

うち変動自由金利定期預金�

う ち 定 期 積 金 �

譲 渡 性 預 金 �

そ の 他 の 預 金 �

合 計 �

（単位：百万円）�



（注）預金には定期積金及び譲渡性預金を含んでおります。�

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減要因に含めております。�

貸出金の担保種類別内訳�

当 金 庫 預 金 積 金 �
有 価 証 券 �
動 産 �
不 動 産 �
そ の 他 �
小 計 �
信用保証協会・信用保険�
保 証 �
信 用 �
合 計 �

平成１５年度�
１，０６２�
２１２�
４０５�

４９，５４０�
１９�

５１，２３８�
５，４５８�
３，６１１�
１４，３６９�
７４，６７６�

平成１４年度�
１，４２２�
２３６�
３３５�

５０，３７１�
０�

５２，３６７�
５，５１４�
４，２７１�
１３，００７�
７５，１６０�

（単位：百万円）�

貸出金使途別残高�

運転資金�
設備資金�
合 計 �

貸出金残高�
３２,４６１�
４２,６９８�
７５,１６０�

構成比�
４３.２�
５６.８�
１００.０�

平成１４年度�
貸出金残高�
３２,０４４�
４２,６３２�
７４,６７６�

構成比�
４２.９�
５７.１�
１００.０�

平成１５年度�
（単位：百万円、％）�

預貸率の期末値及び期中平均値�

貸出金（期末残高）（A）�
預　金（期末残高）（B）�

（A）／（B）�
期中平均�

平成１５年度�
７４,６７６�
１１２,２０４�
６６.６�
６４.５�

平成１４年度�
７５,１６０�
１１４,０８９�
６５.９�
６２.６�

（単位：百万円、％）�

貸出金業種別内訳�

製 造 業 �
農 業 �
林 業 �
漁 業 �
鉱 業 �
建 設 業 �
電気・ガス・水道・熱供給業�
運 輸 ・ 通 信 業 �
情 報 通 信 業 �
運 輸 業 �
卸売・小売業、飲食店�
卸 売 業 、小 売 業 �
金 融 ・ 保 険 業 �
不 動 産 業 �
各 種 サ ー ビ ス �
小 計 �
地 方 公 共 団 体 �
個 人 �
合 計 �

貸出先数�
１１８�
６�
１�
１５�
─�
２６５�
─�
 �
１�
３０�
 �

３２０�
７�

２５３�
３８４�
１，４００�

９�
７，１１６�
８，５２５�

貸出金残高�
６，６５７�
６０�
８�

１１９�
─�

８，７９９�
─�
 �

１１２�
２，３４１�

 �
８，８３８�
７９６�

１２，６６８�
１１，４５９�
５１，８６１�
６，１５６�
１７，１４２�
７５，１６０�

構成比�
８．９�
０．１�
０．０�
０．２�
─�

１１．７�
─�
 �

０．１�
３．１�
 �

１１．８�
１．０�
１６．９�
１５．２�
６９.０�
８．２�
２２．８�
１００．０�

平 成１４年 度 �
貸出先数�

１１４�
６�
１�
１２�
─�
２５３�
─�
�
１�
２６�
�

２９２�
６�

２５１�
３７３�
１，３３５�

８�
７，０９７�
８，４４０�

貸出金残高�
６，７７０�
５４�
５�

１０５�
─�

７，７９１�
─�
�

１２３�
２，２３０�

�
８，５９８�
８８２�

１３，１６４�
１１，６１６�
５１，３３８�
６，３９２�
１６，９４６�
７４，６７６�

構成比�
９．１�
０．１�
０．０�
０．１�
─�

１０．４�
─�
�

０.１�
３.１�
�

１１.５�
１．２�
１７．６�
１５．５�
６８.７�
８．６�
２２．７�
１００．０�

平 成１５年 度 �
（単位：百万円、％）�

受取利息、支払利息の増減�

受 取 利 息 �
う ち 貸 出 金 �
う ち 預 け 金 �
うち金融機関貸付等�
うち商品有価証券�
う ち 有 価 証 券 �
支 払 利 息 �
う ち 預 金 積 金 �
うち 譲 渡 性 預 金 �
う ち 借 用 金 �
うちコマーシャルペーパー�

残高による増減�
６９，２６９�
１４，３０５�
△ ３，９６７�

─�
─�

５８，７９１�
△ ５，３６４�
△ ２，２６６�

─�
△ １７７�

─�

利率による増減�
△ ４９,９８５�

８７９�
△ ８,４１８�

─�
─�

△ ４２,４４６�
△ ７８，４９０�
△ ７８,０９２�

─�
△ ３９８�

─�

純増減�
１９，２８４�
１５，１８４�
△１２，３８５�

─�
─�

１６，３４５�
△ ８３，８５４�
△ ８０，３５８�

─�
△ ５７５�

─�

平 成１４年 度 �
残高による増減�
１０，１１６�
２８，５６７�
△ ２，４７２�

─�
─�

△ １５，９７８�
△ １，２３５�
△ ９４５�

─�
△ ３０９�

─�

利率による増減�
△ ３０，６５４�
△ ２１，６３３�
２，９９２�
─�
─�

△ １２，０１４�
△ ２０，９３４�
△ ２０，８６７�

─�
△ ６６�
─�

純増減�
△ ２０，５３８�
６，９３４�
５２０�
─�
─�

△ ２７，９９２�
△ ２２，１６９�
△ ２１，８１２�

─�
△ ３７５�

─�

平 成１５年 度 �
（単位：千円）�

債務保証見返の担保別内訳�

当 金 庫 預 金 積 金 �
有 価 証 券 �
動 産 �
不 動 産 �
そ の 他 �
小 計 �
信用保証協会・信用保険�
保 証 �
信 用 �
合 計 �

平成１５年度�
８�
─�
─�
４８９�
─�
４９７�
１５�
２６�
─�
５３８�

平成１４年度�
５�
─�
─�
５２１�
─�
５２６�
１４�
５７�
─�
５９７�

（単位：百万円）�

預 貸 率 �

�

�



リスク管理債権・金融再生法開示債権�

●リスク管理債権に対する担保・保全及び引当金の引当・保全状況�

信用金庫法に基づくリスク管理債権�

１. 破綻先債権・延滞債権に対する担保・保証及び引当金の引当・保全状況�

（注）1.「破綻先債権」（A）とは、元本又は利息の支払の遅延が相当
期間継続していることその他の事由により、元本又は利息の
取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しな
かった貸出金（未収利息不計上貸出金）のうち、次のいずれ
かに該当する債務者に対する貸出金です。�
①会社更生法又は金融機関等の更生手続の特例等に関す
る法律の規定による更生手続開始の申立てがあった債務
者�

②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった
債務者�

③破産法の規定による破産の申立てがあった債務者�
④商法の規定による整理開始又は特別清算開始の申立てが
あった債務者�

⑤手形交換所による取引停止処分を受けた債務者�
�

2.「延滞債権」（B）とは、未収利息不計上貸出金のうち次の2つ
を除いた貸出金です。�
①上記「破綻先債権」に該当する貸出金�
②債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の
支払を猶予した貸出金�

3.「3カ月以上延滞債権」（H）とは、元本又は利息の支払が約定
支払日の翌日から3カ月以上延滞している貸出金で破綻先債
権及び延滞債権に該当しない貸出金です。�

4.「貸出条件緩和債権」（I）とは、債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の
返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞
債権に該当しない貸出金です。�

5.なお、これらの開示額（A、B、H、I）は、担保処分による回収見
込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てて
いる個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失
となるものではありません。�

6.「担保・保証額」（D、K）は自己査定に基づいて計算した担保
の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる
額の合計額です。�

7.「個別貸倒引当金」（F）は、貸借対照表に記載した金額ではな
く、破綻先債権額（A）・延滞債権額（B）に対して個別に引当
計上した額の合計額です。�

8.「貸倒引当金」（M）には、貸借対照表上の一般貸倒引当金の
額のうち、3カ月以上延滞債権額（H）・貸出条件緩和債権額（I）
に対して引当てた額を記載しております。�

当金庫の信用金庫法に基づくリスク管理債権は、上表のとおりとなっております。　�
なお、平成14年度（修正後）については、金融庁検査を全て反映させた金額、引当率となっております。�

�

�

破 綻 先 債 権 �

延 滞 債 権 �

合 計 �

担 保 ・ 保 証 額 �

回収に懸念がある債権額�

個 別 貸 倒 引 当 金 �

同 引 当 率 �

�

�

（A）�

（B）�

（C）=（A）+（B）�

（D）�

（E）=（C）-（D）�

（F）�

（G）=（F）/（E） （%）�

�

  �

８９７�

１，３０９�

２，２０６�

１，０７３�

１，１３３�

１，１３３�

１００．０％�

 �

  �

９２５�

１，４０４�

２，３３０�

１，０５８�

１，２７１�

１，１３３�

８９．１％�

�

  �

１，００３�

１，７３８�

２，７４１�

１，３１４�

１，４２７�

１，４２７�

１００．０％�

（単位：百万円）�

区　　　　　　分    平成１５年度 �
平成１４年度�

（修正前）� （修正後）�

２. ３カ月以上延滞債権・貸出条件緩和債権に対する担保・保証及び引当金の引当・保全状況�

�

�

３カ 月 以 上 延 滞 債 権 �

貸 出 条 件 緩 和 債 権 �

合 計 �

担 保 ・ 保 証 額 �

回収に管理を要する債権額�

貸 倒 引 当 金 �

同 引 当 率 �

�

�

（H）�

（I）�

（J）=（H）+（I）�

（K）�

（L）=（J）-（K）�

（M）�

（N）=（M）/（L）  （%）�

�

  �

１３�

５，２９８�

５，３１２�

３，７６９�

１，５４３�

３４７�

２２．４％�

 �

  �

１３�

５，４８１�

５，４９５�

３，７１５�

１，７７９�

３４７�

１９．５％�

�

  �

─�

４，６５１�

４，６５１�

３，２００�

１，４５１�

２４５�

１６．８％�

（単位：百万円）�

区　　　　　　分    平成１５年度 �
平成１４年度�

（修正前）� （修正後）�

３. リスク管理債権の合計額�

�

�

（C）+（J）�

�

  �

７，５１９�

 �

  �

７，８２６�

�

  �

７，３９２�

（単位：百万円）�

平成１５年度 �
平成１４年度�

（修正前）� （修正後）�



（注）1.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、
再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対
する債権及びこれらに準ずる債権です。�

2.「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、
財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本
の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。�

3.「要管理債権」とは、「3カ月以上延滞債権」及び「貸出条件緩
和債権」に該当する貸出金をいいます。�

4.「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問
題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、
「危険債権」、「要管理債権」以外の債権をいいます。�

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額�

金融再生法に基づく開示債権�

�

�

破産更生債権及びこれらに準ずる債権�

危 険 債 権 �

要 管 理 債 権 �

正 常 債 権 �

合 計 �

�

  �

１，６７４�

５９３�

５，３１２�

６８，３００�

７５，８７９�

 �

  �

１，６９１�

６９９�

５，４９５�

６７，９９３�

７５，８７９�

�

  �

１，９９２�

７８６�

４，６５１�

６７，８８６�

７５，３１６�

（単位：百万円）�

平成１５年度 �
平成１４年度�

（修正前）� （修正後）�

金融再生法開示債権保全状況�

信用金庫法上のリスク管理債権と金融再生法上の開示債権の違い�

金 融 再 生 法 上 の 不 良 債 権 �

破産更生債権及びこれらに準ずる債権�

危 険 債 権 �

要 管 理 債 権 �

７，８８６�

１，６９１�

６９９�

５，４９５�

６，２８５�

１，６５８�

５６３�

４，０６３�

４，７４８�

５７８�

４５４�

３，７１５�

１，５３６�

１，０８１�

１０８�

３４７�

７９．６�

９８．０�

８０．５�

７３．９�

４８．９�

９７．１�

４４．０�

１９．４�

（単位：百万円、％）�

区　　　　　　分    

平成１５年度 �平成１４年度（修正後）�

開示残高�
（a）�

保全額�
（b）�

保全率�
（b）/（a）�

引当率�
（d）/（a-c）�担保・保証等�

による回収�
見込額�
（c）�

貸倒引当金�
�
�

 （d）�

７，４３０�

１，９９２�

７８６�

４，６５１�

６，２２４�

１，９９２�

７８６�

３，４４５�

４，５１７�

７５５�

５６０�

３，２００�

１，７０６�

１，２３６�

２２５�

２４５�

８３．７�

１００．０�

１００．０�

７４．０�

５８．５�

１００．０�

１００．０�

１６．８�

開示残高�
（a）�

保全額�
（b）�

保全率�
（b）/（a）�

引当率�
（d）/（a-c）�担保・保証等�

による回収�
見込額�
（c）�

貸倒引当金�
�
�

 （d）�

■貸倒引当金内訳�

期 首 残 高 �

当 期 増 加 額 �

目的使用�

そ の 他 �

期 末 残 高 �

２８３�

４０５�

─�

２８３�

４０５�

１，３０８�

１，１８９�

２９９�

１，００９�

１，１８９�

（単位：百万円）�

平成１５年度�平成１４年度�
一般貸倒引当金� 個別貸倒引当金�

１，５９２�

１，５９４�

２９９�

１，２９３�

１，５９４�

合　　計�

４０５�

３９１�

─�

４０５�

３９１�

１，１８９�

１，４６１�

３５�

１，１５４�

１，４６１�

一般貸倒引当金� 個別貸倒引当金�

１，５９４�

１，８５３�

３５�

１，５５９�

１，８５３�

合　　計�

（注）貸倒引当金は個別貸倒引当金及び要管理債権に対して計上している一般貸倒引当金の合計額です。�

当金庫の金融再生法に基づく開示債権は、上表のとおりとなっております。�
なお、平成14年度（修正後）については、金融庁検査の結果を全て反映させた金額、諸比率となっております。�

信用金庫法に基づくリスク債権は「貸出金」のみとなっておりますが、金融再生法に基づく開示債権は、貸出金以外の債権（債務保証
見返、未収利息、仮払金等）も対象とされております。�

当期減少額�

貸出金償却の額�
■貸出金償却額�

貸 出 金 償 却 額 � ９１６� ３５，０５８�

（単位：千円）�

平成１５年度 �平成１４年度�



その他�

内国為替取扱状況�

�

各地へ向けた分�

送 金・振 込 �

代 金 取 立 �

各地より受けた分�

送 金・振 込 �

代 金 取 立 �

合 計 �

件　　数�

２９６，８２８�

２９１，１３１�

５，６９７�

２７５，８１２�

２６３，９７３�

１１，８３９�

５７２，６４０�

金　　額�

１５８，４８９�

１５１，５３１�

６，９５８�

１６５，７０６�

１５５，６９５�

１０，０１１�

３２４，１９５�

件　　数�

２９９，４１４�

２９４，１７８�

５，２３６�

２７３，８１８�

２６３，１５７�

１０，６６１�

５７３，２３２�

金　　額�

１７０，４７７�

１６４，０５５�

６，４２２�

１６５，８７０�

１５５，８１７�

１０，０５３�

３３６，３４７�

（単位：件、百万円）�

平成１４年度�

�

平成１５年度�

�

外貨建資産残高�

外 国 通 貨 �

外 貨 預 金 �

外 国 証 券 �

合 計 �

２７�

─�

─�

２７�

２３�

─�

─�

２３�

４７�

─�

─�

４７�

（単位：千ドル）�

平成１３年度�

�

区　　　分� 平成１４年度�

�

平成１５年度�

�

代理貸付残高の内訳�

２０，０００�

６００�

５００�

４００�

３００�

２００�

１００�

（単位：百万円）�

平成１５年３月末� 平成１６年３月末�

１９，９１６�
１８，２２４�

住宅金融公庫�

信金中央金庫�

年金資金運用基金�

国民生活金融公庫�
中小企業金融公庫�
国民生活金融公庫（環衛融資部）�

３００�

２７９�

１１５�

９６�
３５�

３２４�

３２３�

１２８�

１２１� ３９�

外国為替取扱高�
取扱実績はありません。�



１．金庫の概況及び組織に関する次に掲げる事項�
イ．事業の組織 13�
ロ．理事及び監事の氏名及び役職名 13�
ハ．事務所の名称及び所在地 13�

２．金庫の主要な事業の内容   2�

３．金庫の主要な事業に関する事項として次に掲げるもの�
イ．直近の事業年度における事業の概況   5�
ロ．直近の5事業年度における主要な事業の状況を�
　示す指標として次に掲げる事項�
①　経常収益 23�
②　経常利益又は経常損失 23�
③　当期純利益又は当期損失 23�
④　出資総額及び出資総口数 23�
⑤　純資産額 23�
⑥　総資産額 23�
⑦　預金積金残高 23�
⑧　貸出金残高 23�
⑨　有価証券残高 23�
⑩　単体自己資本比率 23�
⑪　出資に対する配当金 23�
⑫　役職員数 13�

ハ．直近の2事業年度における事業の状況を示す�
　指標として別表に掲げる事項�
①　主要な業務の状況を示す指標�
　ア．業務粗利益及び業務粗利益率 23�
　イ．資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支 23�
　ウ．資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、
　　利息、利回り及び資金利ざや 24�
　エ．受取利息及び支払利息の増減 29�
　オ．総資産経常利益率 23�
　カ．総資産当期純利益率 23�
②　預金に関する指標�
　ア．流動性預金、定期性預金、譲渡性預金、�
　　その他の預金の平均残高 28�
　イ．固定自由金利定期預金、変動自由金利定期預金�
　　及びその他の区分ごとの定期預金の残高 28�
③　貸出金等に関する指標�
　ア．手形貸付、証書貸付、当座貸越及び�
　　割引手形の平均残高 28�
　イ．固定金利及び変動金利の区分ごとの�
　　貸出金の残高 28�
　ウ．担保の種類別（当金庫預金積金、有価証券、�
　　動産、不動産、保証及び信用の区分）の�
　　貸出金残高及び債務保証見返額 29�
　エ．使途別（設備資金及び運転資金の区分）の�
　　貸出金の残高 29�
　オ．業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に�
　　占める割合 29�

　カ．預貸率の期末値及び期中平均値 29�
④　有価証券に関する指標�
　ア．商品有価証券の種類別（商品国債、商品地方債、�
　　商品政府保証債及び貸付商品債券の区分）の�
　　平均残高 25�
　イ．有価証券の種類別（国債、地方債、社債、株式、�
　　外国証券、その他証券並びに貸付有価証券の�
　　区分）の平均残高 25�
　ウ．預証率の期末値及び期中平均値 25�

４．金庫の事業の運営に関する次に掲げる事項�
イ．リスク管理の体制   3�
ロ．法令遵守の体制   3�

５．金庫の直近の2事業年度における財産の状況に関する�
　次に掲げる事項�
イ．貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書�
　又は損失金処理計算書   18～21�
ロ．貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額�
①　破綻先債権に該当する貸出金 30�
②　延滞債権に該当する貸出金 30�
③　3ケ月以上延滞債権に該当する貸出金 30�
④　貸出条件緩和債権に該当する貸出金 30�

ハ．自己資本の充実の状況 24�
ニ．次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、�
　時価及び評価損益�
①　有価証券 26�
②　金銭の信託 該当ありません�
③　規則第15条の2の2第1項第5号に掲げる取引�
　ア．金融先物取引等 該当ありません�
　イ．法第53条第3項第13号に規定する�
　　金融等デリバティブ取引 該当ありません�
　ウ．先物外国為替取引 該当ありません�
　エ．証券取引法第2条第8項第3号の2又は第14項～16�
　　項までに規定する有価証券店頭デリバティブ取引、�
　　有価証券指数先物取引、有価証券オプション取引又は�
　　外国市場証券先物取引 該当ありません�
　オ．証券取引法第2条第13項に規定する有価証券�
　　先物取引又は同法第65条第2項第6号ホに�
　　掲る外国有価証券市場における有価証券先物�
　　取引と類似の取引 該当ありません�

ホ．貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 31�
ヘ．貸出金償却の額 31�
ト．金庫が法37条の2第1項の規程に基づき�
　貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書�
　又は損失金処理計算書について会計監査人の�
　監査を受けている場合にはその旨 22�

�

金融再生法に基づく開示債権 31

省令による新開示基準項目�

　このディスクロージャー資料は、信用金庫法施行規則の開示基準に基づいて作成しており、その基準における各項目

は以下のページに掲載しております。�






